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は、保険証券に記載の代理店・扱者までご照会ください。
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TEL：03-5424-0101（大代表）
https://www.aioinissaydowa.co.jp/

令和 6年10月

（240701）（2024年5月承認）GN24-300080（33-798） ホ８ 盗難・クレ盗

コンビニエンスストア払
ゆうちょ銀行払
ペ イ ジ ー 払
ス マ ホ 決 済
（初回保険料払込取扱票・請求書払特約）

で手続きされたお客さまへのお願い

保険料払込み用の「払込取扱票」は
保険証券とは別にお送りしております

払込取扱票に記載の内容をご確認のうえ、コンビニエンス
ストア（注）、ゆうちょ銀行（郵便局）、ペイジーまたはスマホ決済
サービス（注）にて、保険料の払込みをお願いします。
（注）ご利用可能なコンビニエンスストアまたはスマホ決済サービスにつきまし

ては、払込取扱票の裏面をご確認ください。

「保険料お払込みのご案内」が届きましたら
すぐに封筒をご開封ください

払込期日までに保険料の全額を払い込んでいただけない場合は、
保険金をお支払いできないことがありますので、ご注意ください。

保険料は払込期日までに払い込んでください

●保険料スマホ決済サービスは、「払込取扱票」にあるQR
コード（注）をスマートフォン・タブレット等で読み取り、決済サービス
を選択して手続きをしていただく払込方法です。
●各決済サービスのご利用限度額等のご利用条件については、
お客さまがご契約されている決済サービス運営会社が定める会
員規約やサービス利用規約等に従います。
●すでに保険料スマホ決済サービスにて保険料を払込み済みと
確認できた場合は「払込取扱票」をお送りしません。
　万が一、行き違いで届きました場合は、重複してお払込みのない
ようご注意ください。

（注）QRコードは（株）デンソーウェーブの登録商標です。

保険料スマホ決済サービスについての注意事項

※IP電話からは0276-90-8852（有料）におかけください。
※おかけ間違いにご注意ください。

あいおいニッセイ同和損保あんしんサポートセンター

0120-985-024（無料） 24時間
365日受付

事故が起こった場合は、遅滞なく代理店・扱者または当社にご連絡ください。
なお、上記の「あいおいニッセイ同和損保あんしんサポートセンター」では、
専門の係員が事故の受付を行います。

盗難保険・
クレジットカード盗難保険
普通保険約款・特約集

事故が起こった場合は

24時間365日
事故対応サービス

なら、
いつも安心。
もっと安心。
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心より厚く御礼申し上げます。
この冊子はご契約に伴う大切な事がらを記載したものです。
必ずご一読いただき、保険証券とともに大切に保管してくだ
さい。
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Ⅰ．盗難保険
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1　ご注意いただきたいこと

1　保険証券のご確認

　お届けいたしました保険証券の内容をご確認ください。万一、ご不明
の点がございましたら、ご契約の代理店・扱者または当社までお問合わ
せください。

2　通知義務等（ご契約後にご連絡いただく事項）

　ご契約時にお渡しした重要事項のご説明に記載された通知事項が発生
した場合は、遅滞なくご契約の代理店・扱者または当社までご連絡くだ
さい。
　ご連絡がない場合、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないこと
がありますので、十分ご注意ください。
　ただし、特殊な危険を補償する特約をセットいただく場合は、通知事
項が発生する前にあらかじめご連絡をいただく場合があります。

3　ご契約内容の変更または解除・解約に伴う返還・追加保険料

　ご契約内容を変更したり、ご契約を解約する場合は、ご契約の代理
店・扱者または当社までお申し出ください。その場合、保険料を返還ま
たは追加保険料を請求することがあります。なお、追加保険料を払い込
んでいただけなかったときは、ご契約が解除されたり、保険金をお支払
いできないことがありますのでご注意ください。
　ご契約内容の変更または解除・解約に伴う返還保険料、追加保険料の
計算方法の概要は後記（Ｐ51）をご参照ください。

4　複数のご契約があるお客さまへ

　他の保険契約等（異なる保険種類の特約や当社以外の保険契約または
共済契約を含みます）により、既に被保険者について同種の補償がある
場合、補償が重複し、保険料が無駄になることがあります。
　補償が重複すると、補償対象となる事故について、どちらの保険契約
からでも補償されますが、いずれか一方の保険契約からは保険金が支払
われない場合があります。
　補償内容の差異や保険金額（支払限度額）等を確認し、特約の要否を
判断のうえ、ご契約ください。
※…複数あるご契約のうち、これらの補償が１つのご契約のみにセットさ
れている場合、そのご契約を解約したとき等は、補償がなくなること
がありますのでご注意ください。
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2　【盗難保険】
普通保険約款・特約一覧表

■…普通保険約款および普通保険約款に適用される特約は、以下のとおりで
す。なお、特約の適用条件は、4　【盗難保険】特約（P23）をご参照く
ださい。
■…特約には、ご契約時のお申出にかかわらず、自動的にセットされる特約
（自動セット特約）と、ご契約時にお申出があり当社が引き受ける場合に
セットされる特約（任意セット特約）があります。自動セット特約には
【自動セット】と表示しています。

名　称 ページ

盗難保険普通保険約款 7

宝石・貴金属特約（Ａ）　【自動セット】 25

サイバーインシデント限定補償特約【自動セット】 25

適用保険料に関する特約　【自動セット】 26

保険料支払手段に関する特約【自動セット】 26

商品在庫品契約在庫保険金額方式特約 27

実損払特約 28

協定保険価額特約 28

集団行動危険対象外特約 29

不在危険補償特約 29

金庫内収容中危険のみ補償特約 29

施錠中危険のみ補償特約 29

営業時間外危険のみ補償特約 29

新価保険特約 30

営業時間外金庫内収容中のみ補償特約 32

宝石・貴金属特約（Ｂ） 32

自動二輪車等収容場所外危険補償特約 32

保険料一般分割払特約 33

保険料大口分割払特約 36

初回保険料口座振替特約 40

初回追加保険料口座振替特約 42

保険料クレジットカード払特約 44

初回保険料払込取扱票・請求書払特約 46

テロ行為等対象外特約 47

共同保険特約 47
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3　【盗難保険】普通保険約款

盗難保険普通保険約款
　全てのご契約に本約款が適用されます。

名　称 適用される場合 ページ

第１章　補償条項 全てのご契約に適用されます。 10

第２章　基本条項 全てのご契約に適用されます。 11
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盗難保険普通保険約款
「用語の説明」

　この普通保険約款およびこの普通保険約款に付帯される特約において使
用される用語の説明は次表のとおりとします。ただし、この普通保険約款
に付帯される特約において別途用語の説明がある場合は、それによります。

（50音順）

用　語 説　明

か 解除 当社からの意思表示によって、保険契約の効力を将来に
向かって失わせることをいいます。

解約 保険契約者からの意思表示によって、保険契約の効力を
将来に向かって失わせることをいいます。

き 危険 損害の発生の可能性をいいます。

危険増加 告知事項についての危険が高くなり、この保険契約で定
められている保険料がその危険を計算の基礎として算出
される保険料に不足する状態になることをいいます。

け 契約条件変更
の申出

次のいずれかに規定する保険契約内容の変更の申出をい
います。
①　第13条（保険の対象の譲渡）の申出
②…　第22条（保険料の返還または追加保険料の請求）
（１）の④の通知
③　この普通保険約款に付帯される特約の通知

こ 告知事項 危険に関する重要な事項のうち、保険申込書の記載事項
とすることによって当社が告知を求めたものをいいま
す。（注）
（注）他の保険契約等に関する事項を含みます。

さ 再調達価額 保険の対象と同一の構造、質、用途、規模、型、能力の
ものを再築または再取得するのに要する額をいいます。

し 始期日 保険期間の初日をいいます。

失効 この保険契約の全部または一部の効力を将来に向かって
失うことをいいます。

収容場所 保険証券記載の収容場所をいいます。

親族 ６親等内の血族、配偶者および３親等内の姻族をいいま
す。

た 他の保険契約
等

この保険契約の全部または一部に対して支払責任が同じ
である他の保険契約または共済契約をいいます。

つ 通知事項の通
知

第11条（通知義務）（１）に規定する通知をいいます。

て 訂正の申出 告知事項について書面をもって訂正を当社に申し出るこ
とであって、第10条（告知義務）（３）の③またはこの
普通保険約款に付帯される特約に規定する訂正の申出を
いいます。

と 盗難 窃盗または強盗のために生じた盗取、損傷または汚損を
いいます。

盗難回収費用 保険の対象を回収するために支出した費用をいいます。

は 配偶者 婚姻の相手方をいい、婚姻の届出をしていないが事実上
婚姻関係と同様の事情にある者および戸籍上の性別が同
一であるが婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状
態にある者を含みます。

ひ 被保険者 この保険契約により補償を受ける者をいいます。
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へ 変更日 訂正の申出の承認、通知事項の通知の受領または契約条
件変更の申出の承認によって保険契約内容を変更すべき
期間の初日をいいます。

ほ 保険価額 損害の生じた地および時における保険の対象の価額をい
います。

保険期間 保険責任の始まる日から終了する日までの期間であっ
て、保険証券記載の保険期間をいいます。

保険金 この保険契約により補償される損害が生じた場合に、当
社が被保険者に支払うべき金銭であって、損害保険金お
よびこの普通保険約款に付帯される特約により支払われ
るべき保険金をいいます。

保険金額 この保険契約により補償される損害が発生した場合に当
社が支払うべき保険金の限度額であって、保険証券記載
の保険金額をいいます。

保険契約者 当社にこの保険契約の申込みをする者であって、この保
険契約が成立すれば、保険料の支払義務を負うこととな
る者をいいます。

保険の対象 この保険契約により補償される物としてこの保険契約で
定めるものをいいます。

保険の対象の
価額

再調達価額から使用による消耗、経過年数等に応じた減
価額（注１）を差し引いた額をいいます。ただし、保険
の対象が商品、原料、材料、仕掛品、半製品、製品、副
産物または副資材の場合は、損害が生じた地および時に
おけるその保険の対象と同一の構造、質、用途、規模、
型、能力等のものを再作成または再取得するのに要する
額（注２）をいい、貴金属、宝玉および宝石ならびに書
画、骨

こっとう

董、彫刻物その他美術品である場合は、損害が生
じた地および時におけるその保険の対象と同等と認めら
れる物の市場流通価額をいいます。
（注１…）保険の対象が現に使用されている場合であって、

十分な維持・保守管理が行われているときは、そ
の保険の対象の再調達価額の50％に相当する額を
限度とします。ただし、保険の対象が現に使用さ
れていない場合または十分な維持・保守管理が行
われていない場合は、その保険の対象の再調達価
額の90％に相当する額を限度とします。

（注２…）再作成または再取得するのに要する額がその保険
の対象の損害が生じた地および時における市場流通
価額を上回る場合には、市場流通価額とします。

保険申込書 当社にこの保険契約の申込みをするために提出する書類
をいい、申込みに必要な内容を記載した付属書類がある
場合には、これらの書類を含みます。

保険料 保険契約者がこの保険契約に基づいて当社に払い込むべ
き金銭をいいます。

ま 満期日 保険期間の末日をいいます。

む 無効 この保険契約のすべての効力が、この保険契約締結時か
ら生じなかったものとして取り扱うことをいいます。

め 免責金額 支払保険金の計算にあたって損害の額から差し引く金額
であって、保険証券記載の免責金額をいいます。免責金
額は被保険者の自己負担となります。
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第１章　補償条項

第１条（保険金を支払う場合）
　当社は、盗難によって収容場所内の保険の対象に生じた損害に対して、
この約款に従い、損害保険金を支払います。

第２条（保険金を支払わない場合－その１）
　当社は、次のいずれかに該当する損害に対しては、保険金を支払いま
せん。
①　保険契約者、被保険者（注１）またはこれらの者の法定代理人の
故意もしくは重大な過失または法令違反によって生じた損害
②　①に規定する者以外の者が保険金の全部または一部を受け取るべ
き場合においては、その者（注２）またはその者の法定代理人の故
意もしくは重大な過失または法令違反によって生じた損害。ただし、
他の者が受け取るべき金額については除きます。
③　保険契約者もしくは被保険者の親族、使用人、同居人もしくは保
険の対象もしくはその収容場所の監守人が自ら行い、または加担し
た盗難による損害
④　戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱、その
他これらに類似の事変または暴動（注３）、騒擾

じょう

または労働争議の際
における盗難による損害
⑤　地震もしくは噴火またはこれらによる津波、風災（注４）、水災
（注５）、雪災（注６）その他の天災の際における盗難による損害
⑥　火災、爆発、核燃料物質（注７）もしくは核燃料物質によって汚
染された物（注８）の放射性、爆発性その他の有害な特性またはこ
れらの特性による事故の際における盗難による損害
⑦　窃盗または強盗のために生じた火災または爆発による損害
⑧　棚卸しの際に発見された数量の不足による損害
⑨　盗難発生後60日以内に知ることができなかった盗難による損害
（注１）保険契約者または被保険者が法人である場合は、その理事、

取締役または法人の業務を執行するその他の機関をいいます。
（注２）その者が法人である場合は、その理事、取締役または法人の

業務を執行するその他の機関をいいます。
（注３）群衆または多数の者の集団の行動によって、全国または一部

の地区において著しく平穏が害され、治安維持上重大な事態と
認められる状態をいいます。

（注４）台風、旋風、竜巻、暴風等をいい、洪水、高潮等を除きます。
（注５）台風、暴風雨、豪雨等による洪水・融雪洪水・高潮・土砂崩

れ（崖崩れ、地滑り、土石流または山崩れをいい、落石を除き
ます。）・落石等をいいます。

（注６）豪雪の場合におけるその雪の重み、落下等による事故または
雪
な だ れ

崩をいい、融雪水の漏入もしくは凍結、融雪洪水または除雪
作業による事故を除きます。

（注７）使用済燃料を含みます。以下同様とします。
（注８）原子核分裂生成物を含みます。

第３条（保険金を支払わない場合－その２）
　当社は、次のいずれかに該当する損害に対しては、保険金を支払いま
せん。
①　万引きその他収容場所に不法に侵入しなかった者により行われた
盗難による損害。ただし、その者が暴行または脅迫した場合を除き
ます。
②　満15才以上の者が不在の間に生じた盗難による損害。ただし、そ
の不在期間が引き続き72時間を超えない場合を除きます。

第４条（保険の対象の範囲）
　次に掲げる物は、保険証券に明記されていない場合は、保険の対象に
含まれません。
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①　通貨、有価証券、預貯金証書、印紙、切手その他これらに準ずる
物

②　貴金属、宝玉、宝石および書画、骨董
とう

、彫刻物その他の美術品
③　稿本、設計書、図案、雛

ひな

型、鋳
い

型（注）、木型、紙型、模型、証書、
帳簿、印章、勲章、き章、免許状その他これらに準ずる物

（注）鋳
い

型には、金型を含みます。
第５条（損害の額の算出）
　当社が第１条（保険金を支払う場合）の損害保険金として支払うべき
損害の額は、保険価額によって定めます。この場合において、損害が生
じた保険の対象を修理することができるときには、保険価額を限度とし、
次の算式（注１）によって算出した額とします。

修理費 −
修理によって保険の対象の
価額が増加した場合は、そ
の増加額（注２）

−
修理に伴って生じ
た残存物がある場
合は、その価額

＝
損害
の額

（注１）算式の修理費とは、損害が生じた地および時において、損害が生
じた保険の対象を損害発生直前の状態に復旧するために必要な修理
費をいいます。この場合、保険の対象の復旧に際して、当社が、部
分品の補修が可能であり、かつ、その部分品の交換による修理費が
補修による修理費を超えると認めたときは、その部分品の修理費は
補修による修理費とします。

（注２）保険の対象が現に使用されている場合であって、十分な維持・保
守管理が行われているときは、その保険の対象の再調達価額の50％
に相当する額を限度とします。ただし、保険の対象が現に使用され
ていない場合または十分な維持・保守管理が行われていない場合は、
その保険の対象の再調達価額の90％に相当する額を限度とします。

第６条（損害保険金の支払額）
（１）当社が第１条（保険金を支払う場合）の損害保険金として支払うべ

き額は、１回の盗難につき次の算式によって算出した額とし、保険金
額を限度とします。ただし、保険金額が保険価額を超える場合は、保
険価額を限度とします。

損害保険金 ＝
第５条（損害の額の算出）の
規定による損害の額

− 免責金額

（２）保険金額が保険価額より低い場合は、当社は、１回の盗難につき次
の算式によって算出した額を損害保険金として支払います。

（ 第５条の規定に
よる損害の額

− 免責金額 ）× 保険金額

保険価額

第２章　基本条項

第７条（保険責任の始期および終期）
（１）当社の保険責任は、始期日の午後４時（注）に始まり、満期日の午

後４時に終わります。
（注）保険証券にこれと異なる時刻が記載されている場合は、その時

刻とします。
（２）本条（１）の時刻は、日本国の標準時によるものとします。
第８条（保険料の払込方法）
（１）保険契約者は、この普通保険約款に付帯される特約の規定により定

めた保険料の払込方法に従い、この保険契約の保険料を払い込まなけ
ればなりません。ただし、この普通保険約款に付帯される特約の規定
により保険料の払込方法を定めなかった場合には、保険料は、保険契
約の締結と同時にその全額を払い込まなければなりません。

（２）保険期間が始まった後でも、保険契約者が保険料の払込みを怠った
場合は、この普通保険約款に付帯される特約で別に定める場合を除き、
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当社は、始期日から保険料領収までの間に生じた盗難による損害に対
しては、保険金を支払いません。

第９条（保険責任のおよぶ地域）
　当社は、日本国内において生じた盗難による損害に対してのみ保険金
を支払います。

第10条（告知義務）
（１）保険契約者または被保険者になる者は、保険契約締結の際、告知事

項について、当社に事実を正確に告げなければなりません。
（２）当社は、保険契約締結の際、保険契約者または被保険者が、告知事

項について、故意または重大な過失によって事実を告げなかった場合
または事実と異なることを告げた場合は、保険契約者に対する書面に
よる通知をもって、この保険契約を解除することができます。

（３）本条（２）の規定は、次のいずれかに該当する場合には適用しませ
ん。
①　本条（２）に規定する事実がなくなった場合
②　当社が保険契約締結の際、本条（２）に規定する事実を知ってい
た場合または過失によってこれを知らなかった場合（注）
③　保険契約者または被保険者が、当社が保険金を支払うべき盗難に
よる損害の発生前に、告知事項につき、書面をもって訂正を当社に
申し出て、当社がこれを承認した場合。なお、当社が、訂正の申出
を受けた場合において、その訂正を申し出た事実が、保険契約締結
の際に当社に告げられていたとしても、当社が保険契約を締結して
いたと認めるときに限り、これを承認するものとします。
④　次のいずれかに該当する場合
ア．当社が、本条（２）の規定による解除の原因があることを知っ
た時から１か月を経過した場合

イ．保険契約締結時から５年を経過した場合
（注）当社のために保険契約の締結の代理を行う者が、事実を告げるこ

とを妨げた場合または事実を告げないこともしくは事実と異なるこ
とを告げることを勧めた場合を含みます。

（４）本条（２）の規定による解除が損害の発生した後になされた場合で
あっても、第21条（保険契約の解約・解除の効力）の規定にかかわら
ず、当社は、保険金を支払いません。この場合において、既に保険金
を支払っていたときは、当社は、その返還を請求することができます。

（５）本条（４）の規定は、本条（２）に規定する事実に基づかずに発生
した盗難による損害については適用しません。

第11条（通知義務）
（１）保険契約締結の後、次のいずれかに該当する事実が発生した場合に

は、保険契約者または被保険者は、遅滞なく、その旨を当社に通知し
なければなりません。ただし、その事実がなくなった場合には、当社
への通知は必要ありません。
①　保険の対象の収容方法または警備方法を変更したこと。
②　上記①のほか、告知事項の内容に変更を生じさせる事実（注）が
発生したこと。

（注）告知事項のうち、保険契約締結の際に当社が交付する書面等にお
いてこの条の適用がある事項として定めたものに関する事実に限り
ます。

（２）本条（１）の事実の発生によって危険増加が生じた場合において、
保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失によって遅滞な
く本条（１）の規定による通知をしなかったときは、当社は、保険契
約者に対する書面による通知をもって、この保険契約を解除すること
ができます。

（３）本条（２）の規定は、次のいずれかに該当する場合には適用しませ
ん。
①　当社が、本条（２）の規定による解除の原因があることを知った
時から１か月を経過した場合
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②　危険増加が生じた時から５年を経過した場合
（４）本条（２）の規定による解除が損害の発生した後になされた場合で

あっても、第21条（保険契約の解約・解除の効力）の規定にかかわら
ず、解除に係る危険増加が生じた時から解除がなされた時までに発生
した盗難による損害に対しては、当社は、保険金を支払いません。こ
の場合において、既に保険金を支払っていたときは、当社は、その返
還を請求することができます。

（５）本条（４）の規定は、本条（２）の危険増加をもたらした事実に基
づかずに発生した盗難による損害については適用しません。

（６）本条（２）の規定にかかわらず、本条（１）の事実の発生によって
危険増加が生じ、この保険契約の引受範囲（注）を超えることとなっ
た場合には、当社は、保険契約者に対する書面による通知をもって、
この保険契約を解除することができます。
（注）保険料を増額することにより保険契約を継続することができる

範囲として保険契約締結の際に当社が交付する書面等において定
めたものをいいます。

（７）本条（６）の規定による解除が損害の発生した後になされた場合で
あっても、第21条の規定にかかわらず、解除に係る危険増加が生じた
時から解除がなされた時までに発生した盗難による損害に対しては、
当社は、保険金を支払いません。この場合において、既に保険金を支
払っていたときは、当社は、その返還を請求することができます。

第12条（保険契約者の住所変更）
　保険契約者が保険証券記載の住所または通知先を変更した場合は、保
険契約者は、遅滞なく、その旨を当社に通知しなければなりません。

第13条（保険の対象の譲渡）
（１）保険契約締結の後、被保険者が保険の対象を譲渡する場合には、保

険契約者または被保険者は、遅滞なく、書面をもってその旨を当社に
通知しなければなりません。

（２）本条（１）の場合において、保険契約者がこの保険契約に適用され
る普通保険約款および特約に関する権利および義務を保険の対象の譲
受人に移転させるときは、本条（１）の規定にかかわらず、保険の対
象の譲渡前にあらかじめ、書面をもってその旨を当社に申し出て、承
認を請求しなければなりません。

（３）当社が本条（２）の規定による承認をする場合には、第15条（保険
契約の失効）（１）の規定にかかわらず、本条（２）の権利および義務
は、保険の対象が譲渡された時に保険の対象の譲受人に移転します。

第14条（保険契約の無効）
　保険契約者が、保険金を不法に取得する目的または第三者に保険金を
不法に取得させる目的をもって締結した保険契約は無効とします。

第15条（保険契約の失効）
（１）保険契約締結の後、次のいずれかに該当する場合には、その事実が

発生した時に保険契約は効力を失います。
①　保険の対象の全部が滅失した場合。ただし、第33条（保険金支払
後の保険契約）（１）の規定により保険契約が終了した場合を除きま
す。

②　保険の対象が譲渡された場合
（２）おのおの別に保険金額を定めた保険の対象が２以上ある場合には、

それぞれについて、本条（１）の規定を適用します。
第16条（保険契約の取消）
　保険契約者または被保険者の詐欺または強迫によって当社が保険契約
を締結した場合には、当社は、保険契約者に対する書面による通知をもっ
て、この保険契約を取り消すことができます。

第17条（保険金額の調整）
（１）保険契約締結の際、保険金額が保険の対象の価額を超えていたこと

につき、保険契約者および被保険者が善意でかつ重大な過失がなかっ
た場合には、保険契約者は、当社に対する通知をもって、その超過部
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分について、この保険契約を取り消すことができます。
（２）保険契約の締結の後、保険の対象の価額が著しく減少した場合には、

保険契約者は、当社に対する通知をもって、将来に向かって、保険金
額について、減少後の保険の対象の価額に至るまでの減額を請求する
ことができます。

第18条（保険契約者による保険契約の解約）
　保険契約者は、当社に対する書面による通知をもって、この保険契約
を解約（注１）することができます。ただし、この場合において、当社
が未払込保険料（注２）を請求したときには、保険契約者は、その保険
料を払い込まなければなりません。また、保険金請求権上に質権または
譲渡担保権が設定されている場合は、質権者または譲渡担保権者の書面
による同意を得た後でなければ解約することはできません。
　（注１）次の場合を含みます。以下同様とします。
　　　　①　保険金額を減額する場合
　　　　②…　おのおの別に保険金額を定めた保険の対象が２以上ある場合

において、その一部を解約するとき。
　　　　③…　別に保険料を定めた特約が付帯されている場合において、そ

の特約のみを解約するとき。
　（注２…）解約時までの既経過期間に対して払い込まれるべき保険料のう…

ち、払込みがなされていない保険料をいいます。
第19条（当社による保険契約の解除）
　当社は、保険契約者が第22条（保険料の返還または追加保険料の請求）
（１）の①または②の追加保険料の払込みを怠った場合（注）には、保険
契約者に対する書面による通知をもって、この保険契約を解除すること
ができます。
　（注…）当社が、保険契約者に対し追加保険料を請求したにもかかわらず

相当の期間内にその払込みがなかった場合に限ります。
第20条（重大事由がある場合の当社による保険契約の解除）
（１）当社は、次のいずれかに該当する事由がある場合には、保険契約者

に対する書面による通知をもって、この保険契約を解除することがで
きます。
①　保険契約者または被保険者が、当社にこの保険契約に基づく保険
金を支払わせることを目的として損害を生じさせ、または生じさせ
ようとしたこと。
②　被保険者が、この保険契約に基づく保険金の請求について、詐欺
を行い、または行おうとしたこと。
③　保険契約者または被保険者が、次のいずれかに該当すること。
ア．反社会的勢力（注）に該当すると認められること。
イ．反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与する
等の関与をしていると認められること。

ウ．反社会的勢力を不当に利用していると認められること。
エ．法人である場合において、反社会的勢力がその法人の経営を支
配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認められ
ること。

オ．その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有してい
ると認められること。

④　上記①から③までに掲げるもののほか、保険契約者または被保険
者が、上記①から③までの事由がある場合と同程度に当社のこれら
の者に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする重大
な事由を生じさせたこと。

（注）暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しな
い者を含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社
会的勢力をいいます。以下同様とします。

（２）本条（１）の規定による解除が損害の発生した後になされた場合で
あっても、第21条（保険契約の解約・解除の効力）の規定にかかわら
ず、本条（１）の事由が生じた時から解除がなされた時までに発生し
た盗難による損害に対しては、当社は、保険金を支払いません。この
場合において、既に保険金を支払っていたときは、当社は、その返還
を請求することができます。
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（３）保険契約者または被保険者が本条（１）の③のいずれかに該当する
ことにより本条（１）の規定による解除がなされた場合には、本条
（１）の③のいずれにも該当しない被保険者に生じた損害については適
用しません。

第21条（保険契約の解約・解除の効力）
　保険契約の解約および解除は、将来に向かってのみその効力を生じま
す。

第22条（保険料の返還または追加保険料の請求）
（１）当社は、次のいずれかに該当する場合において、保険料を変更する

必要があるときは、保険料の返還または追加保険料の請求について、
次表のとおりとします。ただし、この保険契約の保険期間が１年を超
えまたは１年に満たない場合等において、当社が別に定める方法によ
り保険料を返還または追加保険料を請求することがあります。

区　分 保険料の返還、追加保険料の請求

①…　第10条（告知
義務）（１）によ
り告げられた内
容が事実と異な
る場合

変更前の保険料と変更後の保険料との差額を返還
または請求します。

②…　危険増加が生
じた場合

次の算式により算出した額（注１）を請求します。
変更前の保険料と変更後の
保険料との差額 ×

未経過日数
365

③…　危険が減少し
た場合

次の算式により算出したア．またはイ．のいずれ
か低い額（注２）を返還します。
ア．
変更前の保険料と変更後の
保険料との差額 ×

未経過日数
365

イ．
既に払い込まれた
保険料 − 保険証券記載の最低保険料

④…　上記①から③
までのほか、保
険契約締結の後、
保険契約者が書
面をもって契約
条件変更を当社
に通知し、承認
の請求を行い、
当社がこれを承
認する場合

ア…．変更後の保険料が変更前の保険料よりも高く
なる場合は、次の算式により算出した額を請求
します。
変更前の保険料と
変更後の保険料と
の差額

× 未経過期間に対応する短期料率（注３）

イ…．変更後の保険料が変更前の保険料よりも低く
なる場合は、次の算式により算出した（ア）ま
たは（イ）のいずれか低い額を返還します。

　（ア）
変更前の保険料
と変更後の保険
料との差額

×（ １−
既経過期間に
対応する短期
料率 ）

　（イ）
既に払い込まれた
保険料 − 保険証券記載の最低保険料

（注１）保険契約者または被保険者の申出に基づき、危険増加が生じ
た時以後の期間に対して算出した額とします。

（注２）保険契約者または被保険者の申出に基づき、危険が減少した
時以後の期間に対して算出した額とします。

（注３）別表１に掲げる短期料率をいいます。以下同様とします。
（２）保険契約の無効、失効または取消の場合には、保険料の返還につい

て、次表のとおりとします。ただし、この保険契約の保険期間が１年
を超えまたは１年に満たない場合等において、当社が別に定める方法
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により保険料を返還することがあります。

区　分 保険料の返還

①…　保険契約が無
効となる場合

既に払い込まれた保険料の全額を返還します。た
だし、第14条（保険契約の無効）の規定により、
保険契約が無効となる場合は既に払い込まれた保
険料を返還しません。

②…　保険契約が失
効となる場合

次の算式により算出した額を返還します。
既に払い込まれた
保険料 ×

未経過日数
365

③…　第16条（保険
契約の取消）の
規定により、当
社が保険契約を
取り消した場合

既に払い込まれた保険料を返還しません。

④…　第17条（保険
金額の調整）（１）
の規定により、
保険契約者が保
険契約を取り消
した場合

保険契約締結時に遡
さかのぼ

って、ア．またはイ．のいず
れか低い額を返還します。
ア…．既に払い込まれた保険料のうち取り消された
部分に対応する保険料

イ．次の算式により算出した額
既に払い込まれた
保険料 − 保険証券記載の最低保険料

⑤…　第17条（２）の
規定により、保
険契約者が保険
金額の減額を請
求した場合

次の算式により算出したア．またはイ．のいずれ
か低い額を返還します。
ア．
減額前の保険金額
に対応する保険料
と減額後の保険金
額に対応する保険
料との差額

×（ １−
既経過期間
に対応する
短期料率 ）

イ．
既に払い込まれた
保険料 − 保険証券記載の最低保険料

（３）保険契約の解除または解約の場合には、保険料の返還について、次
表のとおりとします。ただし、この保険契約の保険期間が１年を超え
もしくは１年に満たない場合またはこの普通保険約款に付帯される特
約の規定により保険契約者が保険料を分割して払い込む場合等におい
て、当社が別に定める方法により保険料を返還することがあります。

区　分 保険料の返還

①…　第10条（２）、
第11条（通知義
務）（２）もしく
は（６）、第19条
（当社による保険
契約の解除）、第
20条（重大事由
がある場合の当
社による保険契
約の解除）（１）
またはこの普通
保険約款に付帯
される特約の規
定により、当社
が保険契約を解
除した場合

次の算式により算出した額を返還します。
既に払い込まれた
保険料 ×

未経過日数
365



− 17 −

②…　第18条（保険
契約者による保
険契約の解約）
の規定により、
保険契約者が保
険契約を解約し
た場合

次の算式により算出したア．またはイ．のいずれ
か低い額を返還します。
ア．
既に払い込ま
れた保険料 ×（ １− 既経過期間に対応する短期料率 ）

イ．
既に払い込ま
れた保険料 − 保険証券記載の最低保険料

第23条（追加保険料領収前の盗難）
（１）第22条（保険料の返還または追加保険料の請求）（１）の①または②

の規定により追加保険料を請求する場合において、第19条（当社によ
る保険契約の解除）の規定により、この保険契約を解除できるときは、
当社は、変更日から追加保険料領収までの間に生じた盗難による損害
に対しては、保険金を支払いません。この場合において、既に保険金
を支払っていたときは、当社は、その返還を請求することができます。

（２）第22条（１）の④の規定により追加保険料を請求する場合において、
当社の請求に対して、保険契約者がその払込みを怠ったときは、当社
は、変更日から追加保険料領収までの間に生じた盗難による損害に対
しては、契約条件変更の承認の請求がなかったものとして、この保険
契約に適用される普通保険約款および特約に従い、保険金を支払いま
す。

第24条（盗難発生時の義務および義務違反の場合の取扱い）
　保険契約者または被保険者は、盗難が発生したことを知った場合は、
次表「盗難発生時の義務」を履行しなければなりません。これらの規定
に違反した場合は、次表「義務違反の場合の取扱い」のとおりとします。

盗難発生時の義務 義務違反の場合の取扱い

①…　盗取された保険の対象の発
見、回収に努めること。

保険契約者または被保険者が、正当
な理由がなく左記の規定に違反した
場合は、当社は、それによって当社
が被った損害の額を差し引いて保険
金を支払います。

②…　保険の対象について損害が
生じたことを知った場合は、
これを遅滞なく当社に通知す
ること。

③…　保険の対象が盗取された場
合は、その旨を遅滞なく所轄
警察署に届け出ること。

④…　他人に損害賠償の請求をす
ることができる場合には、そ
の権利の保全および行使に必
要な手続きをすること。

保険契約者または被保険者が、正当
な理由がなく左記の規定に違反した
場合は、当社は、他人に損害賠償の
請求をすることによって取得するこ
とができたと認められる額を差し引
いて保険金を支払います。

⑤…　他の保険契約等の有無およ
び内容（注）について遅滞な
く当社に通知すること。

保険契約者または被保険者が、正当
な理由がなく左記の規定に違反した
場合は、当社は、それによって当社
が被った損害の額を差し引いて保険
金を支払います。

（注）既に他の保険契約等から保険金または共済金の支払を受けた場合
には、その事実を含みます。

第25条（費用）
（１）第24条（盗難発生時の義務および義務違反の場合の取扱い）の①の

盗難発生時の義務を履行する場合において、保険契約者または被保険
者が、盗取された保険の対象の発見、回収のために必要または有益な
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費用を支出したときは、この保険契約に適用される普通保険約款また
は特約の規定により保険金が支払われないとき（免責金額を差し引く
ことにより保険金が支払われない場合を除きます。）を除き、その費用
を第５条（損害の額の算出）の損害の額に含めます。

（２）第24条の④の盗難発生時の義務を履行する場合において、保険契約
者または被保険者が、当社が取得する権利（注）の保全および行使に
必要な手続きのために必要な費用を支出したときは、当社は、その費
用を第５条の損害の額に含めます。
（注）第32条（代位）に規定する債権をいいます。

第26条（他の保険契約等がある場合の支払保険金）
（１）他の保険契約等がある場合において、それぞれの支払責任額（注１）

の合計額が支払限度額（注２）以下のときは、当社は、この保険契約
の支払責任額を支払保険金の額とします。
（注１）それぞれの保険契約または共済契約について、他の保険契約

または共済契約がないものとして算出した支払うべき保険金ま
たは共済金の額をいいます。以下この条において同様とします。

（注２）別表２に掲げる支払限度額をいいます。以下この条において
同様とします。

（２）他の保険契約等がある場合において、それぞれの支払責任額の合計
額が支払限度額を超えるときは、当社は、次表に定める額を支払保険
金の額とします。

区　分 支払保険金の額

①…　他の保険契約等から保険
金または共済金が支払われ
ていない場合

この保険契約の支払責任額

②…　他の保険契約等から保険
金または共済金が支払われ
た場合

支払限度額から、他の保険契約等から
支払われた保険金または共済金の合計
額を差し引いた残額。ただし、この保
険契約の支払責任額を限度とします。

（３）本条（２）の場合において、他の保険契約等に再調達価額を基準と
して算出した損害の額からこの保険契約によって支払われるべき損害
保険金の額を差し引いた残額について保険金または共済金を支払う旨
の約定があるときは、第１条（保険金を支払う場合）の損害保険金に
ついては、その他の保険契約等がないものとして本条（２）の規定に
基づいて算出した額を支払います。

（４）損害が２種類以上の盗難によって生じた場合は、同種の盗難による損
害について、本条（１）および（２）の規定をおのおの別に適用します。

第27条（包括して契約した場合の保険金の支払額）
　２以上の保険の対象を１保険金額で契約した場合には、それぞれの保
険価額の割合によって保険金額を比例配分し、その比例配分額をそれぞ
れの保険の対象に対する保険金額とみなし、第６条（損害保険金の支払
額）の規定をおのおの別に適用します。

第28条（保険金の請求）
（１）被保険者が保険金の支払を受けようとする場合、当社に対して保険

金の支払を請求しなければなりません。
（２）当社に対する保険金の請求権は、盗難による損害発生の時から発生

し、これを行使することができるものとします。
（３）被保険者が保険金の支払を請求する場合は、次表の書類または証拠

のうち、当社が求めるものを当社に提出しなければなりません。

保険金請求に必要な書類または証拠

①　保険金請求書

②　保険証券

③　損害見積書
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④　所轄警察署の盗難届出証明書またはこれに代わるべき書類

⑤…　その他当社が第29条（保険金の支払）（１）に定める必要な事項
の確認を行うために欠くことのできない書類または証拠として保険
契約締結の際に当社が交付する書面等において定めたもの

（４）被保険者に保険金を請求できない事情がある場合で、かつ、保険金
の支払を受けるべき被保険者の代理人がいないときは、次に掲げる者
のいずれかがその事情を示す書類をもってその旨を当社に申し出て、
当社の承認を得たうえで、被保険者の代理人として保険金を請求する
ことができます。
①　被保険者と同居または生計を共にする配偶者（注）
②　上記①に規定する者がいない場合または上記①に規定する者に保
険金を請求できない事情がある場合には、被保険者と同居または生
計を共にする３親等内の親族

③　上記①および②に規定する者がいない場合または上記①および②
に規定する者に保険金を請求できない事情がある場合には、上記①
以外の配偶者または上記②以外の３親等内の親族

（注）「用語の説明」にかかわらず、法律上の配偶者に限ります。以下こ
の条において同様とします。

（５）本条（４）の規定による被保険者の代理人からの保険金の請求に対
して、当社が保険金を支払った後に、重複して保険金の請求を受けた
としても、当社は、保険金を支払いません。

（６）当社は、盗難の内容または損害の額等に応じ、保険契約者または被
保険者に対して、本条（３）に掲げるもの以外の書類もしくは証拠の
提出または当社が行う調査への協力を求めることがあります。この場
合には、当社が求めた書類または証拠を速やかに提出し、必要な協力
をしなければなりません。

（７）保険契約者または被保険者が、正当な理由がなく本条（６）の規定
に違反した場合または本条（３）、（４）もしくは（６）の書類に事実
と異なる記載をし、もしくはその書類もしくは証拠を偽造しもしくは
変造した場合は、当社は、それによって当社が被った損害の額を差し
引いて保険金を支払います。

（８）保険の対象について損害が生じた場合は、当社は、次のことを行う
ことができます。
①　盗難が生じた保険の対象またはその保険の対象が所在する敷地内
（注）を調査すること。
②　上記①の保険の対象またはその保険の対象が所在する敷地内に収
容されていた被保険者の所有物の全部または一部を調査すること。

③　上記①の保険の対象またはその保険の対象が所在する敷地内に収
容されていた被保険者の所有物の全部または一部を一時他に移転す
ること。

（注）囲いの有無を問わず、保険の対象の所在する場所およびこれに連
続した土地で、同一の保険契約者または被保険者によって占有され
ているものをいいます。また、公道、河川等が介在していても敷地
内は中断されることなく、これを連続した土地とみなします。なお、
保険証券記載の建物が共同住宅である場合には、その共用部分を含
み、第三者が占有する戸室を除きます。以下同様とします。

（９）保険金の請求権は、本条（２）に定める時の翌日から起算して３年
を経過した場合は、時効によって消滅します。

第29条（保険金の支払）
（１）当社は、請求完了日（注１）からその日を含めて30日以内に、当社

が保険金を支払うために必要な次の事項の確認を終え、保険金を支払
います。
①　保険金の支払事由発生の有無の確認に必要な事項として、盗難の
原因、盗難発生の状況、損害発生の有無および被保険者に該当する



− 20 −

事実
②　保険金が支払われない事由の有無の確認に必要な事項として、保
険金が支払われない事由としてこの保険契約において定める事由に
該当する事実の有無
③　保険金を算出するための確認に必要な事項として、損害の額（注
２）および盗難と損害との関係
④　保険契約の効力の有無の確認に必要な事項として、この保険契約
において定める解約、解除、無効、失効または取消の事由に該当す
る事実の有無
⑤　上記①から④までのほか、他の保険契約等の有無および内容、損
害について被保険者が有する損害賠償請求権その他の債権および既
に取得したものの有無および内容等、当社が支払うべき保険金の額
を確定するために確認が必要な事項

（注１）被保険者が第28条（保険金の請求）（３）および（４）の規定に
よる手続きを完了した日をいいます。以下同様とします。

（注２）保険価額を含みます。
（２）本条（１）の確認をするため、次表「事由」に掲げる特別な照会ま

たは調査が不可欠な場合には、本条（１）の規定にかかわらず、当社
は、請求完了日からその日を含めて次表「期間」に掲げる日数（注１）
を経過する日までに、保険金を支払います。この場合において、当社
は、確認が必要な事項およびその確認を終えるべき時期を被保険者に
対して通知するものとします。

事　由 期間

①…　本条（１）の①から④までの事項を確認するための、警
察、検察、消防その他の公の機関による捜査・調査結果の
照会（注２）

180日

②…　本条（１）の①から④までの事項を確認するための、専
門機関による鑑定等の結果の照会

90日

③…　災害救助法（昭和22年法律第118号）が適用された災害の
被災地域における本条（１）の事項の確認のための調査

60日

④…　本条（１）の事項の確認を日本国内において行うための
代替的な手段がない場合の日本国外における調査

180日

（注１）複数の「事由」に該当する場合は、そのうち最長の日数とし
ます。

（注２）弁護士法（昭和24年法律第205号）に基づく照会その他法令
に基づく照会を含みます。

（３）本条（１）および（２）に掲げる必要な事項の確認に際し、保険契
約者または被保険者が正当な理由がなくその確認を妨げ、またはこれ
に応じなかった場合（注）には、それによって確認が遅延した期間に
ついては、本条（１）または（２）の期間に算入しないものとします。
（注）必要な協力を行わなかった場合を含みます。

（４）本条（１）から（３）までの規定による保険金の支払は、保険契約
者または被保険者と当社があらかじめ合意した場合を除いては、日本
国内において、日本国通貨をもって行うものとします。

第30条（盗難品発見後の通知義務）
　保険契約者または被保険者は、盗取された保険の対象を発見しまたは
回収した場合は、直ちにその旨を当社に通知しなければなりません。

第31条（残存物および盗難品の帰属）
（１）当社が第１条（保険金を支払う場合）の損害保険金を支払った場合

でも、保険の対象の残存物について被保険者が有する所有権その他の
物権は、当社がこれを取得する旨の意思を表示しないかぎり、当社に
移転しません。

（２）盗取された保険の対象について、当社が第１条の損害保険金を支払
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う前にその保険の対象が回収された場合は、盗難回収費用を除き、盗
取の損害は生じなかったものとみなします。ただし、回収されるまで
の間に保険の対象に損傷または汚損がある場合は、損害が生じたもの
とみなします。

（３）保険の対象が盗取された場合に、当社が第１条の損害保険金を支払っ
たときは、当社は、支払った保険金の額の保険価額に対する割合によっ
て、その盗取された保険の対象について被保険者が有する所有権その
他の物権を取得します。

（４）本条（３）の規定にかかわらず、当社が保険の対象について保険金
を支払った後１年以内にその保険の対象またはその一部が回収された
場合は、被保険者は、既に受け取った損害保険金（注）を当社に払い
戻して、その返還を受けることができます。この場合、被保険者は、
回収されるまでの間に生じた保険の対象の損傷または汚損の損害に対
して、損害保険金を請求することができます。
（注）盗難回収費用を除きます。

第32条（代位）
（１）損害が生じたことにより被保険者が損害賠償請求権その他の債権を

取得した場合において、当社がその損害に対して保険金を支払ったと
きは、その債権は当社に移転します。ただし、移転するのは、次表「限
度額」を限度とします。

区　分 限度額

①…　当社が損害の額の全額を
保険金として支払った場合

被保険者が取得した債権の全額

②…　上記①以外の場合 被保険者が取得した債権の額から、保
険金が支払われていない損害の額を差
し引いた額

（２）本条（１）の②の場合において、当社に移転せずに被保険者が引き
続き有する債権は、当社に移転した債権よりも優先して弁済されるも
のとします。

第33条（保険金支払後の保険契約）
（１）第１条（保険金を支払う場合）の損害保険金の支払額が１回の盗難

につき、保険金額（注）に相当する額となった場合は、保険契約は、
その保険金支払の原因となった損害の発生した時に終了します。
（注）保険金額が保険価額を超える場合は、保険価額とします。

（２）本条（１）の場合を除き、当社が保険金を支払った場合においても、
この保険契約の保険金額は、減額することはありません。

（３）本条（１）の規定により、保険契約が終了した場合には、当社は既
に払い込まれた保険料を返還しません。ただし、この保険契約の保険
期間が１年を超える場合等において、当社が別に定める方法により保
険料を返還することがあります。

（４）おのおの別に保険金額を定めた保険の対象が２以上ある場合には、
それぞれについて、本条（１）から（３）までの規定を適用します。

第34条（保険契約者の変更）
（１）保険契約締結の後、保険契約者は、当社の承認を得て、この保険契

約に適用される普通保険約款および特約に関する権利および義務を第
三者に移転させることができます。ただし、被保険者が保険の対象を
譲渡する場合は、第13条（保険の対象の譲渡）の規定によるものとし
ます。

（２）本条（１）の規定による移転を行う場合には、保険契約者は書面を
もってその旨を当社に申し出て、承認を請求しなければなりません。

（３）保険契約締結の後、保険契約者が死亡した場合は、その死亡した保
険契約者の死亡時の法定相続人にこの保険契約に適用される普通保険
約款および特約に関する権利および義務が移転するものとします。
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第35条（保険契約者または被保険者が複数の場合の取扱い）
（１）この保険契約について、保険契約者または被保険者が２名以上であ

る場合は、当社は、代表者１名を定めることを求めることができます。
この場合において、代表者は他の保険契約者または被保険者を代理す
るものとします。

（２）本条（１）の代表者が定まらない場合またはその所在が明らかでな
い場合には、保険契約者または被保険者の中の１名に対して行う当社
の行為は、他の保険契約者または被保険者に対しても効力を有するも
のとします。

（３）保険契約者または被保険者が２名以上である場合には、それぞれの
保険契約者または被保険者は連帯してこの保険契約に適用される普通
保険約款および特約に関する義務を負うものとします。

第36条（訴訟の提起）
　この保険契約に関する訴訟については、日本国内における裁判所に提
起するものとします。

第37条（準拠法）
　この約款に規定のない事項については、日本国の法令に準拠します。

別表１　短期料率表
　既経過期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　年 料 率 に
　未経過期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　対する割合（％）
　　７日まで……………………………………………………10
　　15日まで……………………………………………………15
　１か月まで……………………………………………………25
　２か月まで……………………………………………………35
　３か月まで……………………………………………………45
　４か月まで……………………………………………………55
　５か月まで……………………………………………………65
　６か月まで……………………………………………………70
　７か月まで……………………………………………………75
　８か月まで……………………………………………………80
　９か月まで……………………………………………………85
10か月まで……………………………………………………90
11か月まで……………………………………………………95
12か月まで………………………………………………… 100

別表２　他の保険契約等がある場合の保険金の支払限度額

保険金の種類 支払限度額

第１条（保険金を支払う場合）の損
害保険金

損害の額から免責金額（注）を差し
引いた残額

（注…）他の保険契約等において、これを下回るものがある場合は、これら
の免責金額のうち最も低い額とします。
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4　【盗難保険】特約

ご契約にセットされる特約について
■…各特約については、「特約適用条件一覧表」に従い適用されます。なお、
特約の条文中および適用条件の説明中の「保険証券」には、保険証券に
添付される明細書または条件書その他の付属書類についても含むものと
します。
■…保険証券の「特約」または「その他特約および特記事項」欄に本表に掲
げる特約以外の特約名が表示されており、保険証券にその特約が添付さ
れている場合は、その特約についても適用されます。

【特約適用条件一覧表】
（１）自動セットされる特約
次の特約は、ご契約時のお申出にかかわらず、すべてのご契約に適用され
る特約（自動セット特約）です。

特約名称 ページ

宝石・貴金属特約（Ａ） 25

サイバーインシデント限定補償特約 25

適用保険料に関する特約 26

保険料支払手段に関する特約 26

（２）任意セットする特約
次の特約は、ご契約時にお申出があり当社が引き受ける場合にセットする
特約（任意セット特約）です。
※…下表の「適用条件」では、保険証券の「特約」または「その他特約およ
び特記事項」の欄を「特約欄」と表示しています。

特約名称 適用条件（保険証券の表示等） ページ

商品在庫品契約在庫保
険金額方式特約

契約方式欄に「商品通知」と表示されて
いる場合

27

実損払特約
特約欄に特約コード「51」または名称
の表示がある場合

28

協定保険価額特約
特約欄に特約コード「52」または名称
の表示がある場合

28

集団行動危険対象外特
約

特約欄に特約コード「55」または名称
の表示がある場合

29

不在危険補償特約
特約欄に特約コード「56」または名称
の表示がある場合

29

金庫内収容中危険のみ
補償特約

特約欄に特約コード「57」または名称
の表示がある場合

29

施錠中危険のみ補償特
約

特約欄に特約コード「58」または名称
の表示がある場合

29

営業時間外危険のみ補
償特約

特約欄に特約コード「59」または名称
の表示がある場合

29
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特約名称 適用条件（保険証券の表示等） ページ

新価保険特約
特約欄に特約コード「1E」または名称
の表示がある場合

30

営業時間外金庫内収容
中のみ補償特約

特約欄に特約コード「2A」または名称
の表示がある場合

32

宝石・貴金属特約（Ｂ）
特約欄に特約コード「2E」または名称
の表示がある場合

32

自動二輪車等収容場所
外危険補償特約

特約欄に特約コード「60」または名称
の表示がある場合

32

保険料一般分割払特約
払込方法欄に「○○分割　口座振替」（○
○は分割回数）と表示されている場合

33

保険料大口分割払特約
払込方法欄に「大口分割」と表示されて
いる場合

36

初回保険料口座振替特
約

特約欄に特約コード「Aア」または払込
方法欄に「初回保険料口座振替」の表示
がある場合

40

初回追加保険料口座振
替特約

払込方法が口座振替方式で、かつ保険料
一般分割払特約または保険料大口分割払
特約がセットされる場合

42

保険料クレジットカー
ド払特約

特約欄に特約コード「Aイ」もしくは名
称の表示がある場合

44

初回保険料払込取扱
票・請求書払特約

払込方法欄に「一時払（払込票払）」ま
たは特約欄に特約コード「Aク」または
名称の表示がある場合

46

テロ行為等対象外特約
特約欄に特約コード「Aカ」または名称
の表示がある場合

47

共同保険特約

保険証券または保険証券に添付した共同
保険契約分担表に、共同保険の分担会社
および分担割合または分担会社それぞれ
の保険金額が表示されている場合

47
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宝石・貴金属特約（Ａ）
「用語の説明」

　この特約において使用される用語の説明は、普通保険約款「用語の説明」
による場合のほか、次表のとおりとします。

用　語 説　明

き 金庫 耐火定置式のものをいい、手提げ金庫など可動式のもの
を除きます。

第１条（この特約の適用条件）
　当社は、保険の対象が宝石・貴金属で、かつ、商品または什

じゅう

器・備品
である場合に、この特約の規定を適用します。

第２条（営業時間外金庫内収容中のみ補償）
（１）当社は、普通保険約款第１条（保険金を支払う場合）の規定にかか

わらず、収容場所の営業時間外において保険の対象について生じた盗
難による損害に対しては、次に規定する条件をすべて満たす場合に限
り、この特約に従い、損害保険金を支払います。
①　金庫内に保管中であること。
②　上記①の金庫が施錠されていること。

（２）本条（１）の営業時間外には、収容場所が無人となり、人による継
続的な監視がなされない状態（注）を含みます。
（注）保険証券記載の保管場所が無人となる理由および日中、夜間の

別を問いません。
第３条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

サイバーインシデント限定補償特約
「用語の説明」

　この特約において使用される用語の説明は､ 普通保険約款「用語の説明」
による場合のほか、次表のとおりとします。

（50音順）

用　語 説　明

こ コンピュータ
システム

情報の処理および通信を主たる目的とするコンピュータ
等の情報処理機器・設備ならびにこれらと通信を行う制
御、監視、測定等の機器・設備が回線を通じて接続され
たものの全部または一部をいい、通信用回線、周辺機器、
ソフトウェア、電子データや、クラウド等のサービスに
より利用されるものを含みます。

さ サイバーイン
シデント

次のいずれかに該当するものをいいます。
①　サイバー攻撃により生じた事象
②　サイバー攻撃以外の事由により生じた以下の事象
　ア…．ソフトウェア、電子データの損壊、書換え、消失

または流出
　イ…．コンピュータシステムへのアクセスの制限
　ウ…．上記ア．およびイ．以外の事象でコンピュータシ

ステムに生じた、本来意図していないコンピュータ
システムの機能の停止、誤作動または不具合
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サイバー攻撃 コンピュータシステムへのアクセスまたはコンピュータ
システムの処理、使用もしくは操作に関連する不正な行
為または犯罪行為を指し、次のいずれかに該当するもの
を含みます。
①…　正当な使用権限を有さない者による、不正アクセス
②…　コンピュータシステムの機能の停止、阻害、破壊ま
たは誤作動を意図的に引き起こす行為

③…　マルウェアなどの不正なソフトウェアの送付または
第三者にインストールさせる行為

④…　コンピュータシステムで管理される電子データの改
ざんまたは不正に情報を入手する行為

第１条（この特約の適用条件）
　この特約は、保険契約者および被保険者が事業者（注）である場合に
のみ適用されます。
（注）個人事業主を含みます。

第２条（保険金を支払わない場合）
　当社は、この特約が適用される普通保険約款およびこれに適用される
他の特約の規定にかかわらず、直接であると間接であるとを問わず、サ
イバーインシデントによって生じた損害に対しては、保険金を支払いま
せん。

第３条（保険金を支払わない場合の適用除外）
　当社は、サイバー攻撃により生じた事象以外のサイバーインシデント
によって保険の対象に生じた損害に対しては、第２条（保険金を支払わ
ない場合）の規定を適用しません。

第４条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

適用保険料に関する特約
　この契約については、保険期間開始の時に使用されている料率または
保険料によるものとします。

保険料支払手段に関する特約
「用語の説明」

　この特約において使用される用語の説明は、普通保険約款「用語の説明」
による場合のほか、次のとおりとします。

用　語 説　明

ほ 保険料 普通保険約款およびこれに適用される他の特約に定める
ところに従い、当社が追加保険料を請求した場合は、追
加保険料を含みます。

第１条（この特約の適用条件）
　この特約は、すべての保険契約に適用されます。

第２条（保険料の払込方法）
（１）保険契約者は、保険料を当社が定める決済手段によって払い込むこ

とができるものとします。
（２）本条（１）の規定により当社が定める決済手段によって保険料を払

い込む場合は、当社は、保険契約者が当該決済手段の会員規約やサー
ビス利用規約等に従い決済手続を行い、保険料相当額全額の決済手続
を完了したことが決済手続画面に表示された時点で、決済手続が完了
し保険料の払込みがあったものとみなします。
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第３条（保険料領収前の事故）
　第２条（保険料の払込方法）（１）の規定により保険契約者が当社が定
める決済手段によって保険料を払い込む場合、当社は、決済手続が完了
した時（注）以後、普通保険約款およびこれに適用される他の特約に定
める保険料領収前に発生した事故の取扱いに関する規定を適用しません。
　（注…）決済手続が完了した時とは、保険期間の開始前に決済手続が完了

した場合、保険期間の開始した時とします。
第４条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限
り、この保険契約の普通保険約款およびこれに適用される他の特約の規
定を準用します。

商品在庫品契約在庫保険金額方式特約
第１条（暫定保険料の払込方法）
（１）保険金額の75％に相当する額に、所定の保険料率を乗じて得た額を

暫定保険料とします。
（２）保険契約者は始期日までに本条（１）の暫定保険料を当社に払い込

むものとします。
（３）保険期間が始まった後でも、保険契約者が本条（１）の暫定保険料

の払込みを怠った場合は、当社は、始期日から暫定保険料領収までの
間に生じた損害に対しては、保険金を支払いません。

第２条（在庫価額の計算方式）
　通知日における在庫価額と損害が生じた時の在庫価額は、同一の計算
方式により算出します。

第３条（在庫価額の通知）
（１）保険契約者または被保険者は、保険証券記載の日を毎月の通知日と

し、その日における保険の対象の時価による在庫価額を当社の定める
通知書により、通知日後30日以内に当社に通知しなければなりません。

（２）本条（１）の通知が所定の期限内に行われなかった場合には、保険
金額と前回の通知額とのいずれか高い方をもってその通知日の通知額
とみなします。ただし、いかなる場合でも、その通知日の在庫価額を
下回ることはないものとします。

第４条（保険料の精算）
（１）保険期間満了の後、第３条（在庫価額の通知）の通知額の平均額を

算出し、これに所定の保険料率を乗じて得た額を確定保険料とします。
（２）当社は、本条（１）による確定保険料と既に領収した暫定保険料を

比較してその差額を請求または返還します。
（３）本条（２）の暫定保険料は、保険期間の中途において、当社が領収

したものは加算し、返還したものは差し引いた額とします。
第５条（最低保険料）
　暫定保険料の３分の２を最低保険料とし、第４条（保険料の精算）の
規定により、当社が返還する場合でも、その返還保険料は、暫定保険料
の３分の１を超えないものとします。

第６条（保険金の支払額）
（１）当社は、普通保険約款第６条（損害保険金の支払額）の規定にかか

わらず、収容場所において保管されている間に保険の対象に生じた盗
難による損害に対して、その損害の額を損害保険金として支払います。
ただし、１回の盗難につき当社が支払う損害保険金の額は、保険価額
を限度とします。

（２）…盗難による損害が生じた時の在庫価額および当社が損害保険金とし
て支払うべき損害の額は、通知額を算出した基準と同一の基準によっ
て算出します。
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（３）本条（１）の規定にかかわらず、盗難による損害の発生前に当社が
受領した最終の通知書に記載された通知額が第３条（在庫価額の通知）
によって通知すべき実際の在庫価額に不足していた場合には、当社は、
保険金額を限度とし、次の算式によって算出した額を損害保険金とし
て、支払います。

本条（１）
の規定によ
る損害保険
金の額

×

盗難による損害の発生前に当社が受領
した最終の通知書に記載された通知額

＝
損害保険
金の額第３条の規定によって通知すべき実際

の在庫価額

（４）当社が本条（１）から（３）までの規定に基づいて損害保険金を支
払った場合でも、保険金額は減額しないものとします。

第７条（損害保険金に対応する未経過保険料）
　当社が損害保険金を支払った場合には、保険契約者は、これと同時に、
その損害保険金相当額について、その損害が生じた日の翌日から起算し
て満期日までの未経過期間に対し、日割をもって計算した保険料を当社
に払い込むものとします。

第８条（帳簿の記録および閲覧）
（１）保険契約者は、適切なファイル（注）に保険の対象の品目、価額お

よび出入を記録し、常にその状態を明瞭にしておかなければなりませ
ん。
（注）帳簿、カード、磁気テープ等の記録手段をいいます。以下同様

とします。
（２）保険の対象について盗難による損害が生じた場合において、本条
（１）のファイルに未記入の保管物があるときは、保険契約者は当社に
対し、伝票その他の書類によって、その保管物が保険の対象であるこ
とを証明しなければなりません。

（３）当社は、この保険契約の保険期間中およびその満了後１年間は、本
条（１）のファイルその他の保険の対象に関する書類を閲覧すること
ができるものとします。

第９条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

実損払特約
第１条（損害保険金の支払額）
　当社は、普通保険約款第６条（損害保険金の支払額）（２）および第27
条（包括して契約した場合の保険金の支払額）の規定にかかわらず、保
険金額を限度とし、普通保険約款第５条（損害の額の算出）の規定によ
る損害の額を、この特約に従い、損害保険金として支払います。

第２条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

協定保険価額特約
第１条（保険価額）
　当社は、この特約に従い、普通保険約款「用語の説明」の「保険価額」
の説明にかかわらず、保険証券記載の保険の対象の価額をもって保険価
額とします。
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第２条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

集団行動危険対象外特約
　当社は、普通保険約款第１条（保険金を支払う場合）の規定にかかわ
らず、直接であると間接であるとを問わず、騒擾

じょう

およびこれに類似の集
団行動（注）の際における盗難による損害に対しては、この特約に従い、
損害保険金を支払いません。
　（注…）群衆または多数の者の集団の行動によって、数世帯もしくはこれ

に準ずる規模またはそれ以上の範囲にわたり、平穏が害されるかま
たは被害を生ずる状態をいいます。

不在危険補償特約
第１条（保険金を支払う場合）
　当社は、普通保険約款第３条（保険金を支払わない場合−その２）の
②の規定にかかわらず、満15才以上の者が不在の間に生じた盗難による
損害に対して、この特約に従い、損害保険金を支払います。

第２条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

金庫内収容中危険のみ補償特約
第１条（保険金を支払う場合）
（１）当社は、保険の対象が金庫（注）内に収容されている間に生じた盗

難による損害に対してのみ、この特約に従い、損害保険金を支払いま
す。
（注）耐火定置式のものをいい、手提げ金庫など可動式のものを除き

ます。以下同様とします。
（２）当社は、本条（１）の規定にかかわらず、収容場所の営業時間外に

おいて、その金庫が施錠されていない場合に保険の対象について生じ
た盗難による損害に対しては、損害保険金を支払いません。

（３）本条（２）の営業時間外には、収容場所が無人となり、人による継
続的な監視がなされない状態（注）を含みます。
（注）収容場所が無人となる理由および日中、夜間の別を問いません。

第２条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

施錠中危険のみ補償特約
　当社は、保険証券記載の保険の対象の収容場所の窓および扉等の開口
部のすべてが施錠されていない間に生じた盗難による損害に対しては、
損害保険金を支払いません。

営業時間外危険のみ補償特約
第１条（保険金を支払う場合）
（１）当社は、営業時間外に生じた盗難による損害に対してのみ、この特

約に従い、損害保険金を支払います。
（２）本条（１）の営業時間外には、収容場所が無人となり、人による継

続的な監視がなされない状態（注）を含みます。
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（注）収容場所が無人となる理由および日中、夜間の別を問いません。
第２条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

新価保険特約
「用語の説明」

　この特約において使用される用語の説明は、普通保険約款「用語の説明」
による場合のほか、次表のとおりとします。

（50音順）

用　語 説　明

け 減価割合 再調達価額から時価額を差し引いた額の再調達価額に対
する割合をいいます。

し 時価額 再調達価額から使用による消耗、経過年数等に応じた減
価額（注）を差し引いた額をいいます。
（注…）保険の対象が現に使用されている場合であって、

十分な維持・保守管理が行われているときは、その
保険の対象の再調達価額の50％に相当する額を限度
とします。ただし、保険の対象が現に使用されてい
ない場合または十分な維持・保守管理が行われてい
ない場合は、その保険の対象の再調達価額の90％に
相当する額を限度とします。

時価支払額 この特約がないものとして算出した損害保険金の額をい
います。

時価損害額 この特約がないものとして算出した損害の額をいいま
す。

ふ 復旧 保険の対象を修理することまたは保険の対象と同一用途
のものを、同一敷地内（注）において再取得することを
いいます。
（注…）囲いの有無を問わず、保険の対象の所在する場所

およびこれに連続した土地で、同一の保険契約者ま
たは被保険者によって占有されているものをいいま
す。また、公道、河川等が介在していても敷地内は
中断されることなく、これを連続した土地とみなし
ます。

第１条（この特約が適用される範囲） 
　この特約は、保険証券に記載された保険の対象のうち、設備、装置、
機械、器具、工具、什

じゅう

器または備品であって、その減価割合が50％以下
である物に適用されます。

第２条（損害の額の算出） 
　この特約により当社が損害保険金として支払うべき損害の額は、普通
保険約款第５条（損害の額の算出）の規定にかかわらず、その損害が生
じた地および時におけるこの特約の保険の対象の再調達価額によって算
出します。この場合において、損害が生じた保険の対象を修理すること
ができるときには、その損害が生じた地および時における保険の対象の
再調達価額を限度とし、次の算式によって算出した額とします。

修理費（注）−
修理に伴って生じた残存物が
ある場合は、その価額

＝ 損害の額

（注）損害が生じた地および時において、損害が生じた保険の対象を損害
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発生直前の状態に復旧するために必要な修理費をいいます。この場合、
保険の対象の復旧に際して、当社が、部分品の補修が可能であり、か
つ、その部分品の交換による修理費が補修による修理費を超えると認
めたときは、その部分品の修理費は補修による修理費とします。

第３条（復旧義務） 
　被保険者は、復旧の期間（注）内に、その保険の対象を復旧しなけれ
ばなりません。ただし、法令による規制その他やむを得ない事情がある
場合には、あらかじめ当社の承認を得て、復旧の期間、復旧される物の
用途または復旧の場所を変更することができます。
　（注…）この特約の保険の対象に損害が生じた日から２年の期間をいいま

す。…
第４条（復旧の通知） 
　保険契約者または被保険者は、第３条（復旧義務）に定める復旧をし
た場合は、遅滞なく書面をもってその旨を当社に通知しなければなりま
せん。

第５条（損害保険金の限度） 
　当社が支払うべき損害保険金の額は、損害を受けたこの特約の保険の
対象を復旧するために実際に要した額を超えないものとします。…

第６条（保険金の支払時期） 
（１）当社は、第４条（復旧の通知）の通知があった場合は、普通保険約

款第29条（保険金の支払）（１）において、「請求完了日（注１）」とあ
るのを「請求完了日（注１）または新価保険特約第４条（復旧の通知）
の通知日のいずれか遅い日」、普通保険約款第29条（２）において ｢請
求完了日｣ とあるのを ｢請求完了日または新価保険特約第４条の通知
日のいずれか遅い日｣ と読み替えて適用します。

（２）被保険者の要求がある場合は、当社は、本条（１）の規定にかかわ
らず、時価支払額を限度に保険金の内払をすることがあります。

第７条（この特約を付帯しない他の保険契約等がある場合の損害保険金の
支払額） 
　この特約の保険の対象について、この特約と同種の特約を付帯しない
他の保険契約等がある場合においては、当社は、次の規定に従い、損害
保険金を支払います。…
①　他の保険契約等によって支払われるべき損害保険金の額が、時価
損害額に不足する額を限度として、損害保険金を内払いします。…

②　第４条（復旧の通知）の復旧の通知を受けた後においては、他の
保険契約等がないものとして算出した損害保険金の支払額から上記
①の内払の額を差し引いた残額を支払います。…

③　上記②の残額は、第２条（損害の額の算出）の損害の額または第
５条（損害保険金の限度）の損害保険金の限度額のいずれか低い額
と時価損害額との差額を限度とします。

第８条（復旧を行わなかった場合等における損害保険金の支払額）
（１）当社は、次のいずれかに該当する場合においては、時価支払額によっ

て損害保険金を支払います。…
①　復旧をするために実際に要した額が時価支払額より低い場合…
②　再調達価額により算出した損害保険金の額が時価支払額より低い
場合…

③　第３条（復旧義務）に定める復旧を行わなかった場合または復旧
の意思のないことを書面をもって当社に申し出た場合

（２）本条（１）の場合において、この特約の保険の対象について、この
特約と同種の特約を付帯しない他の保険契約等があるときは、当社は、
第７条（この特約を付帯しない他の保険契約等がある場合の損害保険
金の支払額）の①の規定を準用して、損害保険金を支払います。

第９条（普通保険約款等の読み替え） 
　普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の規定中「保険の対象
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の価額」または「保険価額」とあるのを「保険の対象の再調達価額」と
読み替えるものとします。

第10条（準用規定） 
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

営業時間外金庫内収容中のみ補償特約
第１条（保険金を支払う場合）
（１）当社は、普通保険約款第１条（保険金を支払う場合）の規定にかか

わらず、収容場所の営業時間外に生じた盗難による損害に対しては、
保険の対象が施錠された金庫（注１）に収容されていた場合に限り、
損害保険金を支払います。

（２）本条（１）の営業時間外には、収容場所が無人となり、人による継
続的な監視がなされない状態（注２）を含みます。
（注１）耐火定置式のものをいい、手提げ金庫など可動式のものを除

きます。
（注２）収容場所が無人となる理由および日中、夜間の別を問いませ

ん。
第２条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

宝石・貴金属特約（Ｂ）
第１条（保険金を支払う場合）
　当社は、宝石・貴金属特約（Ａ）第２条（営業時間外金庫内収容中の
み補償）の規定にかかわらず収容場所の営業時間外において金庫外で保
管中の保険の対象について生じた盗難による損害に対して、この特約に
従い、損害保険金を支払います。

第２条（保険金を支払わない場合）
　第１条（保険金を支払う場合）の規定にかかわらず、保険価額が１点
または１組につき30万円を超える保険の対象に生じた盗難による損害に
対しては、損害保険金を支払いません。

第３条（支払保険金制限）
（１）第１条（保険金を支払う場合）の規定により、当社が支払う損害保

険金の額は、１回の事故につき保険金額に30％を乗じて得た額または
3,000万円のいずれか低い額を限度とします。

（２）２か所以上の収容場所に所在する保険の対象を１保険金額で契約し
た場合には、それぞれの収容場所の保険価額の割合によって保険金額
を比例配分し、その比例配分額をそれぞれの収容場所に対する保険金
額とみなし、おのおの別に本条（１）の規定を適用します。

第４条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

自動二輪車等収容場所外危険補償特約
第１条（保険金を支払う場合）
　当社は、保険の対象である自動二輪車、原動機付自転車または自転車
が収容場所外にある間に生じた盗難による損害に対して、この特約に従
い、損害保険金を支払います。

第２条（普通保険約款との関係）
　この特約においては、普通保険約款第３条（保険金を支払わない場合



− 33 −

−その２）の規定を適用しません。
第３条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

保険料一般分割払特約
「用語の説明」

　この特約において使用される用語の説明は、普通保険約款「用語の説明」
による場合のほか、次表のとおりとします。

（50音順）

用　語 説　明

こ 口座振替 指定口座から口座振替により保険料を集金することをい
います。

し 次回追加保険
料払込期日

追加保険料払込期日の翌月の追加保険料払込期日をいい
ます。

次回保険料払
込期日

保険料払込期日の翌月の保険料払込期日をいいます。

指定口座 保険契約者の指定する口座をいいます。

せ 請求日 当社が追加保険料を請求した日をいいます。

つ 追加保険料払
込期日

変更確認書記載の払込期日をいいます。ただし、追加保
険料の払込方法が口座振替による場合、提携金融機関ご
とに当社の定める期日とします。

て 提携金融機関 当社と保険料の口座振替の取扱いを提携している金融機
関等をいいます。

ふ 分割追加保険
料

追加保険料を変更確認書記載の回数に分割した金額で
あって、変更確認書記載の金額をいいます。

分割保険料 保険料を保険証券記載の回数に分割した金額であって、
保険証券記載の金額をいいます。

ほ 保険料払込期
日

保険証券記載の払込期日をいいます。ただし、保険料の
払込方法が口座振替による場合、提携金融機関ごとに当
社の定める期日とします。

第１条（この特約の適用条件）
　この特約は、保険証券にこの特約を適用する旨記載されている場合に
適用されます。

第２条（保険料の払込方法）
（１）保険契約者は、保険料を保険証券記載の回数および金額に分割して、

次表のとおり払い込むことができます。

区　分 保険料の払込み

①　第１回分割保険料 保険契約の締結と同時に当社に払い込
むものとします。

②　第２回目以降分割保険料 保険料払込期日までに当社に払い込む
ものとします。

（２）第２回目以降分割保険料の払込方法が口座振替による場合において、
保険料払込期日が提携金融機関の休業日に該当し、口座振替によるそ
の分割保険料の払込みがその休業日の翌営業日に行われたときは、当
社は、保険料払込期日にその分割保険料の払込みがあったものとみな
します。
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（３）第２回目以降分割保険料の払込方法が口座振替による場合で、第２
回分割保険料の保険料払込期日が始期日の属する月の翌月末日までに
あるときにおいて、保険契約者が第２回分割保険料を払い込むべき保
険料払込期日までその払込みを怠り、かつ、払込みを怠った理由が、
提携金融機関に対して口座振替請求が行われなかったことによるとき
は、第２回分割保険料の保険料払込期日が属する月の翌月の応当日を
その第２回分割保険料の保険料払込期日とみなしてこの特約の規定を
適用します。ただし、口座振替請求が行われなかった理由が保険契約
者の責めに帰すべき事由による場合を除きます。

第３条（保険料領収前の事故）
（１）保険期間が始まった後でも、保険契約者が第１回分割保険料の払込

みを怠った場合は、当社は、始期日から第１回分割保険料領収までの
間に生じた事故による損害に対しては、保険金を支払いません。

（２）保険契約者が第２回目以降分割保険料について、その分割保険料を
払い込むべき保険料払込期日の属する月の翌月末日までその払込みを
怠った場合は、当社は、その保険料払込期日の翌日以後に生じた事故
による損害に対しては、保険金を支払いません。

（３）本条（２）の規定にかかわらず、第２回目以降分割保険料の払込方
法が口座振替による場合であって、保険契約者がその分割保険料の払
込みを怠ったことについて故意および重大な過失がなかったときは、
当社は、「保険料払込期日の属する月の翌月末日」を「保険料払込期日
の属する月の翌々月末日」と読み替えてこの特約の規定を適用します。
この場合において、当社は保険料払込期日の属する月の翌々月の保険
料払込期日に請求する分割保険料をあわせて請求できるものとします。
ただし、この保険契約の保険期間中にこの規定（注）が既に適用され
ている場合には、当社は、保険契約者に対して、保険料払込期日到来
前の分割保険料の全額を一括して請求できるものとします。
（注）第５条（追加保険料領収前の事故）（３）の③の規定ならびにこ

の保険契約に付帯される他の特約に定める「保険料払込期日の属
する月の翌月末日」を「保険料払込期日の属する月の翌々月末日」
と読み替える規定および「追加保険料払込期日の属する月の翌月
末日」を「追加保険料払込期日の属する月の翌々月末日」と読み
替える規定を含みます。

第４条（追加保険料の払込方法）
（１）当社が第８条（保険料の返還または追加保険料の請求）の規定によ

る追加保険料を請求した場合は、次表のとおりとします。

区　分 追加保険料の払込み

①…　告知事項について告知した内容が
事実と異なる場合または通知義務の
事実が発生したことにより危険増加
が生じた場合で、追加保険料を請求
したとき。

保険契約者は、請求日にその
全額を一括して当社に払い込
まなければなりません。

②…　契約条件変更の申出を承認する場
合で、追加保険料を請求したとき。

（２）本条（１）の規定にかかわらず、保険契約者は、第８条の規定によ
る追加保険料を変更確認書記載の回数および金額に分割して、次表の
とおり払い込むことができます。

区　分 追加保険料の払込み

①…　第１回分割追加保
険料

請求日に当社に払い込むものとします。
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②…　第２回目以降分割
追加保険料

追加保険料払込期日までに当社に払い込むも
のとします。

（３）第２回目以降分割追加保険料の払込方法が口座振替による場合にお
いて、追加保険料払込期日が提携金融機関の休業日に該当し、口座振
替によるその分割追加保険料の払込みがその休業日の翌営業日に行わ
れたときは、当社は、追加保険料払込期日にその分割追加保険料の払
込みがあったものとみなします。

第５条（追加保険料領収前の事故）
（１）第４条（追加保険料の払込方法）（１）の①の追加保険料を請求す

る場合において、この保険契約の普通保険約款に定める当社による保
険契約の解除に関する規定により、この保険契約を解除できるときは、
当社は、変更日から追加保険料領収までの間に生じた事故による損害
に対しては、保険金を支払いません。この場合において、既に保険金
を支払っていたときは、当社は、その返還を請求することができます。

（２）第４条（１）の②の規定により追加保険料を請求する場合において、
当社の請求に対して、保険契約者がその払込みを怠ったときは、当社
は、変更日から追加保険料領収までの間に生じた事故による損害に対
しては、契約条件変更の承認の請求がなかったものとして、この保険
契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約に従い、保険金
を支払います。

（３）追加保険料が第４条（２）の定めるところにより、分割して払い込
まれる場合には、次のとおりとします。
①　保険契約者が第１回分割追加保険料について、その払込みを怠っ
た場合は、本条（１）および（２）の規定を適用します。

②　保険契約者が第２回目以降分割追加保険料について、その分割追
加保険料を払い込むべき追加保険料払込期日の属する月の翌月末日
までその払込みを怠った場合は、その追加保険料払込期日の翌日以
後に生じた事故による損害に対しては、保険金を支払いません。

③　上記②の規定にかかわらず、第２回目以降分割追加保険料の払込
方法が口座振替による場合であって、保険契約者がその分割追加保
険料の払込みを怠ったことについて故意および重大な過失がなかっ
たときは、当社は、「追加保険料払込期日の属する月の翌月末日」を
「追加保険料払込期日の属する月の翌々月末日」と読み替えてこの特
約の規定を適用します。この場合において、当社は追加保険料払込
期日の属する月の翌々月の追加保険料払込期日に請求する分割追加
保険料をあわせて請求できるものとします。ただし、この保険契約
の保険期間中にこの規定（注）が既に適用されている場合には、当
社は、保険契約者に対して、追加保険料払込期日到来前の分割追加
保険料の全額を一括して請求できるものとします。

（注）第３条（保険料領収前の事故）（３）の規定ならびにこの保険契約
に付帯される他の特約に定める「保険料払込期日の属する月の翌月
末日」を「保険料払込期日の属する月の翌々月末日」と読み替える
規定および「追加保険料払込期日の属する月の翌月末日」を「追加
保険料払込期日の属する月の翌々月末日」と読み替える規定を含み
ます。

第６条（保険金支払の場合の保険料払込み）
　保険料の払込みを完了する前に、保険金の支払により、この保険契約
の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約に定める保険金支払後
の保険契約の取扱いに関する規定により、この保険契約が終了する場合
には、保険契約者は、保険金の支払を受ける以前に未払込保険料（注）
の全額を一括して当社に払い込まなければなりません。
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　（注…）分割保険料の総額から既に払い込まれた分割保険料の総額を差し
引いた額をいい、追加保険料がある場合は、追加保険料の総額およ
び保険料総額から既に払い込まれた保険料の総額を差し引いた額を
いいます。

第７条（当社による保険契約の解除）
（１）当社は、次のいずれかに該当する場合には、保険契約者に対する書

面による通知をもって、この保険契約を解除することができます。
①　保険料払込期日（注１）の属する月の翌月末日までに、その保険
料払込期日に払い込まれるべき分割保険料（注２）の払込みがない
場合
②　保険料払込期日までに、その保険料払込期日に払い込まれるべき
分割保険料の払込みがなく、かつ、次回保険料払込期日（注３）ま
でに、次回保険料払込期日に払い込まれるべき分割保険料の払込み
がない場合

（注１）第４条（追加保険料の払込方法）（２）の規定により追加保険料
が分割して払い込まれる場合は、追加保険料払込期日を含みます。
以下この条において同様とします。

（注２）第４条（２）の規定により追加保険料が分割して払い込まれる
場合は、分割追加保険料を含みます。以下この条において同様と
します。

（注３）第４条（２）の規定により追加保険料が分割して払い込まれる
場合は、次回追加保険料払込期日を含みます。以下この条におい
て同様とします。

（２）本条（１）の解除は、次のいずれかの時から、それぞれ将来に向かっ
てのみその効力を生じます。
①　本条（１）の①による解除の場合は、その分割保険料を払い込む
べき保険料払込期日または満期日のいずれか早い日
②　本条（１）の②による解除の場合は、次回保険料払込期日または
満期日のいずれか早い日

第８条（保険料の返還または追加保険料の請求）
　この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の規定
により保険料の返還または追加保険料の請求をすべき事由が生じた場合
には、当社は、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他
の特約の保険料の返還または追加保険料の請求に関する規定にかかわら
ず、当社の定めるところにより、保険料の返還または追加保険料の請求
をします。

第９条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

保険料大口分割払特約
「用語の説明」

　この特約において使用される用語の説明は、普通保険約款「用語の説明」
による場合のほか、次表のとおりとします。

（50音順）

用　語 説　明
こ 口座振替 指定口座から口座振替により保険料を集金することをい

います。
し 次回追加保険
料払込期日

追加保険料払込期日の翌月の追加保険料払込期日をいい
ます。



− 37 −

次回保険料払
込期日

保険料払込期日の翌月の保険料払込期日をいいます。

指定口座 保険契約者の指定する口座をいいます。

せ 請求日 当社が追加保険料を請求した日をいいます。

つ 追加保険料払
込期日

変更確認書記載の払込期日をいいます。ただし、追加保
険料の払込方法が口座振替による場合、提携金融機関ご
とに当社の定める期日とします。

て 提携金融機関 当社と保険料の口座振替の取扱いを提携している金融機
関等をいいます。

ふ 分割追加保険
料

追加保険料を変更確認書記載の回数に分割した金額で
あって、変更確認書記載の金額をいいます。

分割保険料 保険料を保険証券記載の回数に分割した金額であって、
保険証券記載の金額をいいます。

ほ 保険料払込期
日

保険証券記載の払込期日をいいます。ただし、保険料の
払込方法が口座振替による場合、提携金融機関ごとに当
社の定める期日とします。

第１条（この特約の適用条件）
　この特約は、保険証券にこの特約を適用する旨記載されている場合に
適用されます。

第２条（保険料の払込方法）
（１）保険契約者は、保険料を保険証券記載の回数および金額に分割して、

次表のとおり払い込むことができます。

区　分 保険料の払込み

①　第１回分割保険料 保険契約の締結と同時に当社に払い込むもの
とします。

②…　第２回目以降分割
保険料

保険料払込期日までに当社に払い込むものと
します。

（２）第２回目以降分割保険料の払込方法が口座振替による場合において、
保険料払込期日が提携金融機関の休業日に該当し、口座振替によるそ
の分割保険料の払込みがその休業日の翌営業日に行われたときは、当
社は、保険料払込期日にその分割保険料の払込みがあったものとみな
します。

（３）第２回目以降分割保険料の払込方法が口座振替による場合で、第２
回分割保険料の保険料払込期日が始期日の属する月の翌月末日までに
あるときにおいて、保険契約者が第２回分割保険料を払い込むべき保
険料払込期日までその払込みを怠り、かつ、払込みを怠った理由が、
提携金融機関に対して口座振替請求が行われなかったことによるとき
は、第２回分割保険料の保険料払込期日が属する月の翌月の応当日を
その第２回分割保険料の保険料払込期日とみなしてこの特約の規定を
適用します。ただし、口座振替請求が行われなかった理由が保険契約
者の責めに帰すべき事由による場合を除きます。

第３条（保険料領収前の事故）
（１）保険期間が始まった後でも、保険契約者が第１回分割保険料の払込

みを怠った場合は、当社は、始期日から第１回分割保険料領収までの
間に生じた事故による損害に対しては、保険金を支払いません。

（２）保険契約者が第２回目以降分割保険料について、その分割保険料を
払い込むべき保険料払込期日の属する月の翌月末日までその払込みを
怠った場合は、当社は、その保険料払込期日の翌日以後に生じた事故
による損害に対しては、保険金を支払いません。
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（３）本条（２）の規定にかかわらず、第２回目以降分割保険料の払込方
法が口座振替による場合であって、保険契約者がその分割保険料の払
込みを怠ったことについて故意および重大な過失がなかったときは、
当社は、「保険料払込期日の属する月の翌月末日」を「保険料払込期日
の属する月の翌々月末日」と読み替えてこの特約の規定を適用します。
この場合において、当社は保険料払込期日の属する月の翌々月の保険
料払込期日に請求する分割保険料をあわせて請求できるものとします。
ただし、この保険契約の保険期間中にこの規定（注）が既に適用され
ている場合には、当社は、保険契約者に対して、保険料払込期日到来
前の分割保険料の全額を一括して請求できるものとします。
（注）第５条（追加保険料領収前の事故）（３）の③の規定ならびにこ

の保険契約に付帯される他の特約に定める「保険料払込期日の属
する月の翌月末日」を「保険料払込期日の属する月の翌々月末日」
と読み替える規定および「追加保険料払込期日の属する月の翌月
末日」を「追加保険料払込期日の属する月の翌々月末日」と読み
替える規定を含みます。

第４条（追加保険料の払込方法）
（１）当社が第８条（保険料の返還または追加保険料の請求）の規定によ

る追加保険料を請求した場合は、次表のとおりとします。

区　分 追加保険料の払込み

①…　告知事項について告知した内容が
事実と異なる場合または通知義務の
事実が発生したことにより危険増加
が生じた場合で、追加保険料を請求
したとき。

保険契約者は、請求日にその
全額を一括して当社に払い込
まなければなりません。

②…　契約条件変更の申出を承認する場
合で、追加保険料を請求したとき。

（２）本条（１）の規定にかかわらず、保険契約者は、第８条の規定によ
る追加保険料を変更確認書記載の回数および金額に分割して、次表の
とおり払い込むことができます。

区　分 追加保険料の払込み

①…　第１回分割追加保
険料

請求日に当社に払い込むものとします。

②…　第２回目以降分割
追加保険料

追加保険料払込期日までに当社に払い込むも
のとします。

（３）第２回目以降分割追加保険料の払込方法が口座振替による場合にお
いて、追加保険料払込期日が提携金融機関の休業日に該当し、口座振
替によるその分割追加保険料の払込みがその休業日の翌営業日に行わ
れたときは、当社は、追加保険料払込期日にその分割追加保険料の払
込みがあったものとみなします。

第５条（追加保険料領収前の事故）
（１）第４条（追加保険料の払込方法）（１）の①の追加保険料を請求す

る場合において、この保険契約の普通保険約款に定める当社による保
険契約の解除に関する規定により、この保険契約を解除できるときは、
当社は、変更日から追加保険料領収までの間に生じた事故による損害
に対しては、保険金を支払いません。この場合において、既に保険金
を支払っていたときは、当社は、その返還を請求することができます。

（２）第４条（１）の②の規定により追加保険料を請求する場合において、
当社の請求に対して、保険契約者がその払込みを怠ったときは、当社
は、変更日から追加保険料領収までの間に生じた事故による損害に対
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しては、契約条件変更の承認の請求がなかったものとして、この保険
契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約に従い、保険金
を支払います。

（３）追加保険料が第４条（２）の定めるところにより、分割して払い込
まれる場合には、次のとおりとします。
①　保険契約者が第１回分割追加保険料について、その払込みを怠っ
た場合は、本条（１）および（２）の規定を適用します。

②　保険契約者が第２回目以降分割追加保険料について、その分割追
加保険料を払い込むべき追加保険料払込期日の属する月の翌月末日
までその払込みを怠った場合は、その追加保険料払込期日の翌日以
後に生じた事故による損害に対しては、保険金を支払いません。

③　上記②の規定にかかわらず、第２回目以降分割追加保険料の払込
方法が口座振替による場合であって、保険契約者がその分割追加保
険料の払込みを怠ったことについて故意および重大な過失がなかっ
たときは、当社は、「追加保険料払込期日の属する月の翌月末日」を
「追加保険料払込期日の属する月の翌々月末日」と読み替えてこの特
約の規定を適用します。この場合において、当社は追加保険料払込
期日の属する月の翌々月の追加保険料払込期日に請求する分割追加
保険料をあわせて請求できるものとします。ただし、この保険契約
の保険期間中にこの規定（注）が既に適用されている場合には、当
社は、保険契約者に対して、追加保険料払込期日到来前の分割追加
保険料の全額を一括して請求できるものとします。

（注）第３条（保険料領収前の事故）（３）の規定ならびにこの保険契約
に付帯される他の特約に定める「保険料払込期日の属する月の翌月
末日」を「保険料払込期日の属する月の翌々月末日」と読み替える
規定および「追加保険料払込期日の属する月の翌月末日」を「追加
保険料払込期日の属する月の翌々月末日」と読み替える規定を含み
ます。

第６条（保険金支払の場合の保険料払込み）
　保険料の払込みを完了する前に、保険金の支払により、この保険契約
の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約に定める保険金支払後
の保険契約の取扱いに関する規定により、この保険契約が終了する場合
には、保険契約者は、保険金の支払を受ける以前に未払込保険料（注）
の全額を一括して当社に払い込まなければなりません。
（注）分割保険料の総額から既に払い込まれた分割保険料の総額を差し

引いた額をいい、追加保険料がある場合は、追加保険料の総額およ
び保険料総額から既に払い込まれた保険料の総額を差し引いた額を
いいます。

第７条（当社による保険契約の解除）
（１）当社は、次のいずれかに該当する場合には、保険契約者に対する書

面による通知をもって、この保険契約を解除することができます。
①　保険料払込期日（注１）の属する月の翌月末日までに、その保険
料払込期日に払い込まれるべき分割保険料（注２）の払込みがない
場合

②　保険料払込期日までに、その保険料払込期日に払い込まれるべき
分割保険料の払込みがなく、かつ、次回保険料払込期日（注３）ま
でに、次回保険料払込期日に払い込まれるべき分割保険料の払込み
がない場合

（注１）第４条（追加保険料の払込方法）（２）の規定により追加保険料
が分割して払い込まれる場合は、追加保険料払込期日を含みます。
以下この条において同様とします。

（注２）第４条（２）の規定により追加保険料が分割して払い込まれる
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場合は、分割追加保険料を含みます。以下この条において同様と
します。

（注３）第４条（２）の規定により追加保険料が分割して払い込まれる
場合は、次回追加保険料払込期日を含みます。以下この条におい
て同様とします。

（２）本条（１）の解除は、次のいずれかの時から、それぞれ将来に向かっ
てのみその効力を生じます。
①　本条（１）の①による解除の場合は、その分割保険料を払い込む
べき保険料払込期日または満期日のいずれか早い日
②　本条（１）の②による解除の場合は、次回保険料払込期日または
満期日のいずれか早い日

第８条（保険料の返還または追加保険料の請求）
　この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の規定
により保険料の返還または追加保険料の請求をすべき事由が生じた場合
には、当社は、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他
の特約の保険料の返還または追加保険料の請求に関する規定にかかわら
ず、当社の定めるところにより、保険料の返還または追加保険料の請求
をします。

第９条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

初回保険料口座振替特約
「用語の説明」

　この特約において使用される用語の説明は、普通保険約款「用語の説明」
による場合のほか、次表のとおりとします。

（50音順）

用　語 説　明

こ 口座振替 指定口座から口座振替により保険料を集金することをい
います。

し 指定口座 保険契約者の指定する口座をいいます。

初回保険料 保険料を一括して払い込む場合は、この保険契約に定め
られた保険料をいい、保険料を分割して払い込む場合は、
第１回目に払い込むべき分割保険料をいいます。

て 提携金融機関 当社と保険料の口座振替の取扱いを提携している金融機
関等をいいます。

ふ 分割保険料 保険料を保険証券記載の回数に分割した金額であって、
保険証券記載の金額をいいます。

ほ 保険料払込期
日

提携金融機関ごとに当社の定める期日をいいます。

第１条（この特約の適用条件）
　この特約は、次に定める条件をすべて満たしている場合で、保険証券
にこの特約を適用する旨記載されているときに適用されます。
①　保険契約締結の時に、指定口座が、提携金融機関に設定されてい
ること。
②　次のいずれかの条件を満たすこと。
ア．この保険契約の締結および保険契約者から当社への損害保険料
預金口座振替依頼書等の提出が、始期日の属する月の前月末日ま
でになされること。

イ．保険契約者が、この特約を付帯して保険契約を締結した旨を、
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書面またはファクシミリ等の通信により、当社の所定の連絡先に
対して直接通知を行う場合は、この保険契約の締結および当社へ
の損害保険料預金口座振替依頼書等の提出が、始期日（注）まで
になされること。

　　　（注…）この特約を付帯して保険契約を締結した旨の通知を当社が受
領した日と始期日が同じ日である場合は、始期日の保険責任開
始時とします。

第２条（保険料の払込方法）
（１）保険契約者は、保険料払込期日に、口座振替によって初回保険料を

払い込むことができます。
（２）本条（１）の場合、保険契約者は、保険料払込期日の前日までに初

回保険料相当額を指定口座に預け入れておかなければなりません。
（３）保険料払込期日が提携金融機関の休業日に該当し、口座振替による

初回保険料の払込みがその休業日の翌営業日に行われた場合は、当社
は、保険料払込期日に初回保険料の払込みがあったものとみなします。

第３条（保険料領収前の事故）
（１）保険料払込期日に初回保険料の払込みがない場合には、保険契約者

は、初回保険料を保険料払込期日の属する月の翌月末日までに当社の
指定した場所に払い込まなければなりません。

（２）当社は、保険契約者が保険料払込期日の属する月の翌月末日までに
初回保険料を払い込んだ場合には、初回保険料領収前に生じた事故に
よる損害に対しては、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯
される他の特約に定める保険料領収前に生じた事故の取扱いに関する
規定を適用しません。

（３）本条（２）の規定にかかわらず、保険契約者が初回保険料について、
その初回保険料を払い込むべき保険料払込期日の属する月の翌月末日
までその払込みを怠った場合は、当社は、始期日から初回保険料領収
までの間に生じた事故による損害に対しては、保険金を支払いません。

（４）本条（３）の規定にかかわらず、保険契約者が初回保険料の払込み
を怠ったことについて故意および重大な過失がなかった場合は、当社
は、「保険料払込期日の属する月の翌月末日」を「保険料払込期日の属
する月の翌々月末日」と読み替えてこの特約の規定を適用します。こ
の場合において、保険料が分割して払い込まれるときは、当社は保険
料払込期日の属する月の翌々月の保険料払込期日に請求する分割保険
料をあわせて請求できるものとします。

第４条（保険料領収前の保険金支払）
（１）第３条（保険料領収前の事故）（２）の規定により、被保険者が、初

回保険料の払込み前に生じた事故による損害に対して保険金の支払を
受ける場合には、その支払を受ける前に、保険契約者は初回保険料を
当社に払い込まなければなりません。

（２）本条（１）の規定にかかわらず、事故の発生の日が、保険料払込期
日以前であり、保険契約者が、初回保険料を保険料払込期日までに払
い込む旨の確約を行った場合で、かつ、当社が承認したときは、当社
は、初回保険料が払い込まれたものとみなしてその事故による損害に
対して保険金を支払います。

（３）本条（２）の確約に反して保険契約者が保険料払込期日まで初回保
険料の払込みを怠り、かつ、保険料払込期日の属する月の翌月末日
（注）までその払込みを怠った場合は、当社は、保険契約者に対して既
に支払った保険金相当額の全額の返還を請求することができます。
（注）第３条（４）の規定が適用される場合においては、「保険料払込

期日の属する月の翌々月末日」とします。



− 42 −

第５条（当社による保険契約の解除）
（１）当社は、保険料払込期日の属する月の翌月末日までに、初回保険料

の払込みがない場合には、保険契約者に対する書面による通知をもっ
て、この保険契約を解除することができます。

（２）本条（１）の規定は、この保険契約に付帯される保険料分割払に関
する特約の保険契約の解除に関する規定に優先して適用されます。

（３）本条（１）の解除は、始期日から将来に向かってのみその効力を生
じます。

第６条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

初回追加保険料口座振替特約
「用語の説明」

　この特約において使用される用語の説明は、普通保険約款「用語の説明」
による場合のほか、次表のとおりとします。

（50音順）

用　語 説　明
こ 口座振替 指定口座から口座振替により保険料を集金することをい

います。
し 指定口座 保険契約者の指定する口座をいいます。
初回追加保険
料

追加保険料を一括して払い込む場合は、当社が請求した
追加保険料の総額をいい、追加保険料を分割して払い込
む場合は、第１回目に払い込むべき分割追加保険料をい
います。

つ 追加保険料払
込期日

提携金融機関ごとに当社の定める期日をいいます。

て 提携金融機関 当社と保険料の口座振替の取扱いを提携している金融機
関等をいいます。

ふ 分割追加保険
料

追加保険料を変更確認書記載の回数に分割した金額で
あって、変更確認書記載の金額をいいます。

第１条（この特約の適用条件）
　この特約は、次に定める条件をすべて満たしている場合で、保険契約
者がこの特約を適用する旨申し出て、当社がこれを引き受けるときに適
用されます。
①　この保険契約の保険料払込方法が口座振替による場合であること。
②　次のいずれかの条件を満たすこと。
ア．保険証券または保険申込書の記載事項の変更が保険期間が始ま
る時までに生じたことにより、保険契約者または被保険者が訂正
の申出、通知事項の通知または契約条件変更の申出を行った場合
であって、始期日を変更日として保険契約内容の変更が行われる
こと。

イ．上記ア．以外の場合であって、保険契約者または被保険者が、
訂正の申出、通知事項の通知または契約条件変更の申出を書面ま
たはファクシミリ等の通信により、当社所定の連絡先に直接行う
こと。

第２条（追加保険料の払込方法）
（１）告知事項について告知した内容が事実と異なる場合、通知義務の事

実が発生したことにより危険増加が生じた場合または契約条件変更の
申出を承認する場合において、当社が追加保険料を請求したときは、



− 43 −

保険契約者は、追加保険料払込期日に、口座振替によって初回追加保
険料を払い込むことができます。

（２）本条（１）の場合、保険契約者は、追加保険料払込期日の前日まで
に初回追加保険料相当額を指定口座に預け入れておかなければなりま
せん。

（３）追加保険料払込期日が提携金融機関の休業日に該当し、口座振替に
よる初回追加保険料の払込みがその休業日の翌営業日に行われた場合
は、当社は、追加保険料払込期日に初回追加保険料の払込みがあった
ものとみなします。

（４）保険契約者は、契約条件変更の申出については、保険契約者または
被保険者に正当な理由がある場合を除いてこれを撤回することはでき
ません。

第３条（追加保険料領収前の事故）
（１）追加保険料払込期日に初回追加保険料の払込みがない場合には、保

険契約者は、初回追加保険料を追加保険料払込期日の属する月の翌月
末日までに当社の指定した場所に払い込まなければなりません。

（２）当社は、保険契約者が追加保険料払込期日の属する月の翌月末日ま
でに初回追加保険料を払い込んだ場合には、初回追加保険料領収前に
生じた事故による損害に対しては、この保険契約の普通保険約款およ
びこれに付帯される他の特約に定める追加保険料領収前に発生した事
故の取扱いに関する規定を適用しません。

（３）本条（２）の規定にかかわらず、保険契約者が、告知事項について
告知した内容が事実と異なる場合または通知義務の事実が発生したこ
とにより危険増加が生じた場合の追加保険料について、その初回追加
保険料を払い込むべき追加保険料払込期日の属する月の翌月末日まで
その払込みを怠ったときは、当社は、変更日から初回追加保険料領収
までの間に生じた事故による損害に対しては、保険金を支払いません。

（４）本条（２）の規定にかかわらず、保険契約者が契約条件変更の申出
を承認する場合の追加保険料について、その初回追加保険料を払い
込むべき追加保険料払込期日の属する月の翌月末日までその払込みを
怠った場合は、当社は、変更日から初回追加保険料領収までの間に生
じた事故による損害に対しては、契約条件変更の承認の請求がなかっ
たものとして、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される
他の特約に従い、保険金を支払います。

（５）本条（３）または（４）の規定にかかわらず、保険契約者が初回追
加保険料の払込みを怠ったことについて故意および重大な過失がな
かった場合は、当社は、「追加保険料払込期日の属する月の翌月末日」
を「追加保険料払込期日の属する月の翌々月末日」と読み替えてこの
特約の規定を適用します。この場合において、追加保険料が分割して
払い込まれるときは、当社は追加保険料払込期日の属する月の翌々月
の追加保険料払込期日に請求する分割追加保険料をあわせて請求でき
るものとします。ただし、この保険契約の保険期間中にこの規定（注）
が既に適用されている場合には、当社は、保険契約者に対して、追加
保険料払込期日到来前の分割追加保険料の全額を一括して請求できる
ものとします。
（注）この保険契約に付帯される他の特約に定める「保険料払込期日

の属する月の翌月末日」を「保険料払込期日の属する月の翌々月
末日」と読み替える規定および「追加保険料払込期日の属する月
の翌月末日」を「追加保険料払込期日の属する月の翌々月末日」
と読み替える規定を含みます。

第４条（追加保険料領収前の保険金支払）
（１）第３条（追加保険料領収前の事故）（２）の規定により、被保険者が、
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初回追加保険料の払込み前に生じた事故による損害に対して保険金の
支払を受ける場合には、その支払を受ける前に、保険契約者は初回追
加保険料を当社に払い込まなければなりません。

（２）本条（１）の規定にかかわらず、事故の発生の日が、追加保険料払
込期日以前であり、保険契約者が、初回追加保険料を追加保険料払込
期日までに払い込む旨の確約を行った場合で、かつ、当社が承認した
ときは、当社は、初回追加保険料が払い込まれたものとみなしてその
事故による損害に対して保険金を支払います。

（３）本条（２）の確約に反して保険契約者が追加保険料払込期日まで初
回追加保険料の払込みを怠り、かつ、追加保険料払込期日の属する月
の翌月末日までその払込みを怠った場合は、当社は、保険契約者に対
して次表に定める保険金相当額の返還を請求することができます。

追加保険料の種類 返還を請求できる保険金相当額

①…　告知事項について告
知した内容が事実と異
なる場合または通知義
務の事実が発生したこ
とにより危険増加が生
じた場合で、追加保険
料を請求したとき。

事故による損害に対して既に支払った保険
金の全額

②…　契約条件変更の申出
を承認する場合で、追
加保険料を請求したと
き。

次の算式により算出される額

事故による損害に対し
て既に支払った保険金
の額

−
第３条（４）
の保険金の額

第５条（当社による保険契約の解除）
（１）当社は、追加保険料払込期日の属する月の翌月末日までに、初回追

加保険料の払込みがない場合には、保険契約者に対する書面による通
知をもって、この保険契約を解除することができます。

（２）本条（１）の解除は、変更日から将来に向かってのみその効力を生
じます。

第６条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

保険料クレジットカード払特約
「用語の説明」

　この特約において使用される用語の説明は、普通保険約款「用語の説明」
による場合のほか、次表のとおりとします。

（50音順）

用　語 説　明

く クレジット
カード

当社の指定するクレジットカードをいいます。

クレジット
カード会社

クレジットカードの発行会社をいいます。

ほ 保険料 保険契約者がこの保険契約に基づいて当社に払い込むべ
き金銭で、告知事項について告知した内容が事実と異な
る場合、危険増加が生じた場合または契約条件変更の申
出を承認する場合において、当社が追加保険料を請求し
たときは、追加保険料を含みます。
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第１条（この特約の適用条件）
　この特約は、保険証券にこの特約を適用する旨記載されている場合に
適用されます。

第２条（保険料の払込方法）
　保険契約者は、保険料をクレジットカードによって払い込むことがで
きるものとします。

第３条（保険料領収前の事故）
（１）第２条（保険料の払込方法）の規定により保険契約者がクレジット

カードによって保険料を払い込む場合、当社は、クレジットカード会
社へそのクレジットカードの有効性および利用限度額内であること等
の確認を行ったうえで、当社がクレジットカードによる保険料の払込
みを承認した時（注）以後、この保険契約の普通保険約款およびこれ
に付帯される他の特約に定める保険料領収前に生じた事故の取扱いに
関する規定を適用しません。
（注）保険期間の開始前に承認した場合は、保険期間の開始した時と

します。
（２）当社は、次のいずれかに該当する場合には、本条（１）の規定を適

用しません。
①　当社がクレジットカード会社から保険料相当額を領収できない場
合。ただし、保険契約者が会員規約等に従いクレジットカードを使
用し、クレジットカード会社に対してこの保険契約にかかわる保険
料相当額の全額を既に払い込んでいる場合は含みません。

②　会員規約等に定める手続きが行われない場合
第４条（保険料の直接請求および請求保険料払込後の取扱い）
（１）第３条（保険料領収前の事故）（２）の①の保険料相当額を領収でき

ない場合には、当社は、保険契約者に保険料を直接請求できるものと
します。この場合において、保険契約者が、クレジットカード会社に
対してこの保険契約にかかわる保険料相当額の全部または一部を既に
払い込んでいるときは、当社は、その払い込んだ金額について保険契
約者に請求できないものとします。

（２）保険契約者が会員規約等に従いクレジットカードを使用した場合に
おいて、本条（１）の規定により当社が保険料を請求し、保険契約者
が遅滞なくその保険料を払い込んだときは、第３条（１）の規定を適
用します。

第５条（当社による保険契約の解除）
（１）当社は、保険契約者が第４条（保険料の直接請求および請求保険料

払込後の取扱い）（２）の保険料の払込みを怠った場合は、保険契約者
に対する書面による通知をもって、この保険契約を解除することがで
きます。

（２）本条（１）の解除は、将来に向かってのみその効力を生じます。
第６条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。
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初回保険料払込取扱票・請求書払特約
「用語の説明」

　この特約において使用される用語の説明は、普通保険約款「用語の説明」
による場合のほか、次表のとおりとします。

（50音順）

用　語 説　明

し 初回保険料 保険料を一括して払い込む場合は、この保険契約に定め
られた保険料をいい、保険料を分割して払い込む場合は、
第１回目に払い込むべき分割保険料をいいます。

は 払込取扱票 当社所定の書面（注）による払込取扱票をいいます。
（注…）当社所定の書面には、電子媒体によるものを含み

ます。

ほ 保険料払込期
日

保険証券記載の保険料払込期日をいいます。

第１条（この特約の適用条件）
　この特約は、保険契約者が、この保険契約の申込みを当社所定の連絡
先に行う場合で、保険証券にこの特約が記載されているときに適用され
ます。

第２条（保険料の払込方法）
（１）保険契約者は、次のいずれかの方法により、初回保険料を払い込む

ことができます。
①　保険料払込期日までに、払込取扱票を使用して払い込むものとし
ます。
②　保険料払込期日までに、上記①以外の当社が指定する方法により
払い込むものとします。

（２）本条（１）①により初回保険料を払い込む場合は、当社は、保険契
約者が保険料払込みの窓口で払込みを行った時点で初回保険料の払込
みがあったものとみなします。

第３条（保険料領収前の事故）
（１）保険料払込期日までに初回保険料の払込みがない場合には、保険契

約者は、初回保険料を保険料払込期日の属する月の翌月末日までに当
社の指定した場所に払い込まなければなりません。

（２）当社は、保険契約者が保険料払込期日の属する月の翌月末日までに
初回保険料を払い込んだ場合には、初回保険料領収前に生じた事故に
よる損害に対しては、この保険契約の普通保険約款およびこれに適用
される他の特約に定める保険料領収前に生じた事故の取扱いに関する
規定を適用しません。

（３）本条（２）の規定にかかわらず、保険契約者が初回保険料について、
その初回保険料を払い込むべき保険料払込期日の属する月の翌月末日
までその払込みを怠った場合は、当社は、始期日から初回保険料領収
までの間に生じた事故による損害に対しては、保険金を支払いません。

第４条（保険料領収前の保険金支払）
（１）第３条（保険料領収前の事故）（２）の規定により、被保険者が、初

回保険料の払込み前に生じた事故による損害に対して保険金の支払を
受ける場合には、その支払を受ける前に、保険契約者は初回保険料を
当社に払い込まなければなりません。

（２）本条（１）の規定にかかわらず、事故の発生の日が、保険料払込期
日以前であり、保険契約者が、初回保険料を保険料払込期日までに払
い込む旨の確約を行った場合で、かつ、当社が承認したときは、当社
は、初回保険料が払い込まれたものとみなしてその事故による損害に
対して保険金を支払います。
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（３）本条（２）の確約に反して保険契約者が保険料払込期日まで初回保
険料の払込みを怠り、かつ、保険料払込期日の属する月の翌月末日ま
でその払込みを怠った場合は、当社は、保険契約者に対して既に支払っ
た保険金相当額の全額の返還を請求することができます。

第５条（当社による保険契約の解除）
（１）当社は、保険料払込期日の属する月の翌月末日までに、初回保険料

の払込みがない場合には、保険契約者に対する書面による通知をもっ
て、この保険契約を解除することができます。

（２）本条（１）の規定は、この保険契約に適用された保険料を分割して
払い込むことを定める特約の保険契約の解除に関する規定に優先して
適用されます。

（３）本条（１）の解除は、始期日から将来に向かってのみその効力を生
じます。

第６条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに適用される他の特約の
規定を準用します。

テロ行為等対象外特約
　当社は、次に掲げる事由によってもしくはその事由を通じてあるいは
その事由の結果として、直接的または間接的に生じた損害に対しては、
保険金を支払いません。ただし、被保険者が法律上の損害賠償責任を負
担することにより被った損害を除きます。
・政治的、社会的、宗教的または思想的な主義・主張を有する組織もし
くはこれと連帯する者が、その主義・主張を実現する目的によってな
す暴力行為または破壊行為

共同保険特約
「用語の説明」

　この特約において使用される用語の説明は、普通保険約款「用語の説明」
による場合のほか、次表のとおりとします。

用　語 説　明

ひ 引受保険会社 保険証券記載の保険会社をいいます。

第１条（この特約の適用条件）
　この特約は、この保険契約が引受保険会社による共同保険契約である
場合に適用されます。

第２条（独立責任）
　この保険契約は、引受保険会社による共同保険契約であって、引受保
険会社は、保険証券記載のそれぞれの保険金額または引受割合に応じて、
連帯することなく単独別個に、保険契約上の権利を有し、義務を負いま
す。

第３条（幹事保険会社の行う事項）
　保険契約者が保険契約の締結に際しこの保険契約の幹事保険会社とし
て指名した保険会社は、すべての引受保険会社のために次に掲げる事項
を行います。
①　保険申込書の受領ならびに保険証券等の発行および交付
②　保険料の収納および受領または返還
③　保険契約の内容の変更の承認または保険契約の解除
④　保険契約上の規定に基づく告知または通知に係る書類等の受領お
よびその告知または通知の承認

⑤　保険金請求権等の譲渡の通知に係る書類等の受領およびその譲渡



− 48 −

の承認または保険金請求権等の上の質権の設定、譲渡もしくは消滅
の通知に係る書類等の受領およびその設定、譲渡もしくは消滅の承
認
⑥　保険契約に係る変更確認書の発行および交付または保険証券に対
する裏書等
⑦　保険の対象その他の保険契約に係る事項の調査
⑧　事故発生もしくは損害発生の通知に係る書類等の受領または保険
金請求に関する書類等の受領
⑨　損害の調査、損害の査定、保険金等の支払および引受保険会社の
権利の保全
⑩　その他上記①から⑨までの事務または業務に付随する事項

第４条（幹事保険会社の行為の効果）
　この保険契約に関し幹事保険会社が行った第３条（幹事保険会社の行
う事項）に掲げる事項は、すべての引受保険会社がこれを行ったものと
みなします。

第５条（保険契約者等の行為の効果）
　この保険契約に関し保険契約者等が幹事保険会社に対して行った通知
その他の行為は、すべての引受保険会社に対して行われたものとみなし
ます。
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5　【盗難保険】
普通保険約款・特約の補足事項

　返還保険料のお取扱いなど、普通保険約款・特約について補足する事項
がありますので、普通保険約款・特約とともに内容をご確認ください。
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返還保険料のお取扱いについて
「用語の説明」

用　　語 説　　明

解
約

全部解約

保険契約者の書面による通知により、ご契約の全部を解約
することをいいます。（ただし、中途更改解約を除きます。）
なお、明細付契約の場合には、変更日時点で有効なすべて
の明細について、その全部を解約することをいいます。

中途更改
解約

保険契約者の書面による通知による解約であって、１また
は２以上の新たな保険契約を締結する場合において、次の
条件をすべて満たすときをいいます。
・旧契約と新契約の保険の対象が同一であること。
・新契約の保険金額（契約が２以上の場合は合計保険金
額）が旧契約の保険金額（契約が２以上の場合は合計保
険金額）よりも少なくないこと。…

・新契約の保険期間が旧契約の保険期間よりも短くないこ
と。

※…新契約は同種の危険を補償する他の種目を含みます。
※…共同保険の場合、すべての引受保険会社の合計保険金額
にて判定することができます。

解除

当社が、以下の規定により行うご契約の解除をいいます。
盗難保険普通保険約款
　第10条（告知義務）（２）、
　第11条（通知義務）（２）または（６）、
　第19条（当社による保険契約の解除）、
　…第20条（重大事由がある場合の当社による保険契約の解
除）（１）

その他ご契約にセットされる特約の規定

無効

以下の規定により、保険契約のすべての効力が、保険契約
締結時から生じなかったものとして取扱うことをいいま
す。
盗難保険普通保険約款
　第14条（保険契約の無効）

失効

以下の規定により、保険契約の全部または一部の効力を将
来に向かって失うことをいいます。…
盗難保険普通保険約款
　第15条（保険契約の失効）

取
消

保険契約者
による取消

保険契約者が、以下の規定により行うご契約の取消をいい
ます。
盗難保険普通保険約款
　第17条（保険金額の調整）（１）

当社に
よる取消

当社が、以下の規定により行うご契約の取消をいいます。
盗難保険普通保険約款
　第16条（保険契約の取消）…

終了
以下の規定によって契約が終了することをいいます。
盗難保険普通保険約款
　第33条（保険金支払後の保険契約）（１）

料
率

短期料率 期間に応じて定める＜別表①＞の割合をいいます。

月割 期間に応じて定める＜別表②＞の割合をいいます。

日割
期間の日数を、保険期間の日数（365日を上限とします。）
で除した割合をいいます。
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用　　語 説　　明

期
間

保険期間 ご契約の保険証券に記載された保険期間をいいます。

既経過期間
ご契約の始期日から、解約日または解除日（失効の場合
は、失効日）までの期間をいいます。

未経過期間
解約日または解除日（失効の場合は、失効日）から、ご契
約の満期日までの期間をいいます。

未経過日数
解約日または解除日（失効の場合は、失効日）から、ご契
約の満期日までの日数をいいます。ただし、…365日を限度
とします。…

既経過月数
ご契約の始期日から変更日、解約日または解除日（失効の
場合は、失効日）までの月数をいい、１か月未満の期間は
１か月として取り扱います。

保
険
料

年間保険料 保険期間１年の一時払契約における保険料をいいます。

年額保険料
一般分割払契約または大口分割払契約における保険料の総
額をいいます。

分割保険料
一般分割払契約または大口分割払契約における１回分の保
険料をいいます。

＜別表①：短期料率＞ 

期間 短期料率

　７日まで 10％

　15日まで 15％

１か月まで 25％

２か月まで 35％

３か月まで 45％

４か月まで 55％

５か月まで 65％

６か月まで 70％

７か月まで 75％

８か月まで 80％

９か月まで 85％

10か月まで 90％

11か月まで 95％

12か月まで 100％

＜別表②：月割＞ 

期間 月割

１か月まで
１
12

２か月まで
２
12

３か月まで
３
12

４か月まで
４
12

５か月まで
５
12

６か月まで
６
12

７か月まで
７
12

８か月まで
８
12

９か月まで
９
12

10か月まで
10
12

11か月まで
11
12

12か月まで
12
12
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ご注意

■…返還保険料の計算は、明細ごと、保険の対象の符号ごとに行い、この単
位ごとに１円位を四捨五入して10円単位とします。なお、計算の順序・
計算過程における端数処理等の影響により、次ページ以降に記載された
計算方法に従って算出される金額と実際に返還される金額とが異なる場
合があります。
■…期間に含まれる日数の計算にあたっては、その期間の初日の翌日を起算
日とします。…
■…解約時または解除時に未払込保険料（解約・解除時点において払い込ま
れていない保険料）がある場合には、次ページ以降に記載された計算方
法に従って算出される金額から、未払込保険料相当額を差し引いて返還
保険料をお支払いします。なお、未払込保険料の額が返還保険料の額を
上回る場合は、その差額を保険契約者に請求します。…
■…解約時または解除時において、既にご契約内容の変更があった場合には、
お取扱いが異なりますので、代理店・扱者または当社までお問合わせく
ださい。
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保険期間の中途において保険契約者がご契約を解約される場合および当
社がご契約を解除する場合における返還保険料は、保険料の払込方法別
にそれぞれ次表のとおり計算します。…
※…計算方法は、盗難保険普通保険約款第22条（保険料の返還または追加
保険料の請求）（３）または保険料の払込方法を定める各特約に記載
されています。…
※セットされる特約によりこれと異なる場合があります。…
※…＜計算方法①＞〜＜計算方法③＞は…P55以降の＜計算方法＞の番号
を指しています。
※…【最低】の表示がある場合は、返還保険料の計算にあたり、お払込み
いただいた保険料が最低保険料未満のときは、その差額を払い込んで
いただく必要があります。

区　分 １年一時払契約 一般分割払契約 大口分割払契約

解
約

全部解約
短期料率

＜計算方法①＞
【最低】

月割
＜計算方法③＞
【最低】

短期料率
＜計算方法①＞
【最低】

中途更改
解約

日割
＜計算方法②＞

日割
＜計算方法②＞

日割
＜計算方法②＞

解除
日割

＜計算方法②＞
日割

＜計算方法②＞
日割

＜計算方法②＞

＜計算方法①＞　短期料率
返還保険料＝年間保険料（または年額保険料）×
　　　　　　（１− 既経過期間に対応する短期料率 ）

【例①－１】　１年一時払契約

■保険期間　：当年１月１日〜翌年１月１日（保険期間＝１年）
■年間保険料：30,000円…
■解約日　　：当年３月15日…（既経過期間：３か月まで・短期料率45％）
■返還保険料　　＝　30,000円×（1−0.45）
　　　　　　　　＝　16,500円（返還）

【例①－２】　大口分割払契約

■保険期間　：当年１月１日〜翌年１月１日（保険期間＝１年）
■年額保険料：396,000円
　　　　　　　（分割保険料33,000円×12回、第３回目まで払込済）
■解約日　　：当年３月15日（既経過期間：３か月まで・短期料率45％）…
■返還保険料　　＝　396,000円×（1−0.45）
　　　　　　　　＝　217,800円
　未払込保険料　＝　 33,000円×９回…
　　　　　　　　＝▲297,000円

　差引　　　　　＝▲　79,200円（請求）…
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＜計算方法②＞　日割（注）

返還保険料＝年間保険料（または年額保険料）×
未経過日数
365日

【例②－１】　１年一時払契約

■保険期間　：当年１月１日〜翌年１月１日（保険期間＝１年）
■年間保険料：30,000円…
■解約日　　：当年３月17日…（未経過日数：290日）
　　　　　　　（当年３月17日〜翌年１月１日まで）

■返還保険料　　＝　30,000円×
290
365

…

　　　　　　　　＝　23,840円（返還）

【例②－２】　一般分割払契約、大口分割払契約

■保険期間　：当年１月１日〜翌年１月１日（保険期間＝１年）
■年額保険料：84,000円（一般分割払契約）…
　　　　　　　（分割保険料…7,000円×12回、第２回目まで払込済）
■解約日　　：当年４月１日…（未経過日数：275日）
　　　　　　　（当年４月１日〜翌年１月１日まで）

■返還保険料　　＝　84,000円×
275
365

…

　　　　　　　　＝　63,290円
　未払込保険料　＝　　7,000円×10回…
　　　　　　　　＝▲70,000円

　差引　　　　　＝▲　6,710円（請求）…

（注）平年（うるう年以外の年）の計算例となります。

＜計算方法③＞　月割
返還保険料＝年額保険料×（１− 既経過月数に対応する月割 ）

【例③】　一般分割払契約

■保険期間　：当年１月１日〜翌年１月１日（保険期間＝１年）
■年額保険料：84,000円
　　　　　　　（分割保険料…7,000円×12回、初回保険料を払込済）
■解約日　　：当年３月15日（既経過月数：３か月）
　　　　　　　（当年１月１日〜当年３月15日まで）

　返還保険料　　＝　84,000円×（1−
3
12
…）

　　　　　　　　＝　63,000円
　未払込保険料　＝　　7,000円×11回…
　　　　　　　　＝▲77,000円

　差引　　　　　＝▲14,000円（請求）
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ご契約が無効、失効、取消または終了となる場合の返還保険料について
は、それぞれ次のとおり取り扱います。
※…計算方法は、盗難保険普通保険約款第22条（保険料の返還または追
加保険料の請求）（２）または保険料の払込方法を定める各特約に記
載されています。
※…【最低】の表示がある場合は、返還保険料の計算にあたり、お払込み
いただいた保険料が最低保険料未満のときは、その差額を払い込んで
いただく必要があります。

区　分 返還保険料のお取扱い

保険契約が無効とな
る場合

既に払い込まれた保険料を返還しません。

当社が保険契約を取
り消した場合

既に払い込まれた保険料を返還しません。

保険契約者が保険契
約を取り消した場合

保険契約締結時に遡
さかのぼ

って、既に払い込まれた保険料
のうち取り消された部分に対応する保険料を返還し
ます。【最低】

保険契約が失効とな
る場合

日割をもって計算した保険料を返還します（P56の…
＜計算方法②＞に該当）。

保険契約者が保険金
額の減額を請求した
場合

減額前と減額後の保険金額に対応する保険料との差
額について、短期料率をもって計算した保険料を返
還します（P55の＜計算方法①＞に該当）。ただし、
一般分割払契約の場合は、月割をもって計算した保
険料を返還します。（P56の＜計算方法③＞に該当）。
【最低】

保険契約が終了する
場合

既に払い込まれた保険料を返還しません。（注）

（注…）未払込分割保険料があるときには、これを一括して請求します。
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Ⅱ．クレジットカード盗難保険
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1　【クレジットカード盗難保険】
普通保険約款・特約一覧表

■…普通保険約款および普通保険約款に適用される特約は、以下のとおりで
す。なお、特約の適用条件は、3　【クレジットカード盗難保険】特約
（P75）をご参照ください。
■…特約には、ご契約時のお申出にかかわらず、自動的にセットされる特約
（自動セット特約）と、ご契約時にお申出があり当社が引き受ける場合に
セットされる特約（任意セット特約）があります。自動セット特約には
【自動セット】と表示しています。

名　称 ページ

クレジットカード盗難保険普通保険約款 62

偽造・変造カード対象外特約　【自動セット】 75

サイバーインシデント限定補償特約【自動セット】 75

適用保険料に関する特約　【自動セット】 76

保険料支払手段に関する特約【自動セット】 76

補償期間変更に関する特約 76

保険料支払に関する特約（クレジットカード用） 76

保険料支払に関する特約（キャッシュディスペンサー用カード用） 77

車両限定カード特約 77

クレジットカード発行者補償特約（共通保険金額方式） 77

クレジットカード発行者補償特約（別建保険金額方式） 78

縮小支払特約 79

免責金額特約（Ａ．1回の不正使用ごとに適用する場合） 79

免責金額特約（Ｂ．一連の不正使用全体に対して適用する場合） 80

保険料の精算に関する特約 80

共同保険特約 81
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2　【クレジットカード盗難保険】
普通保険約款

クレジットカード盗難保険普通保険約款
　全てのご契約に本約款が適用されます。

名　称 適用される場合 ページ

第１章　補償条項 全てのご契約に適用されます。 62

第２章　基本条項 全てのご契約に適用されます。 63
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クレジットカード盗難保険普通保険約款

第１章　補償条項

第１条（保険金を支払う場合）
　当社は、この普通保険約款に従い、保険証券記載のクレジットカード
（以下「保険の対象」といいます。）が盗取、詐取もしくは横領（以下「盗
難」といいます。）され、または紛失（以下、盗難または紛失を「事故」
といいます。）し、かつ、保険期間中に他人に不正使用されたことによっ
て被保険者が被る損害（以下「損害」といいます。）に対して保険金を支
払います。ただし、保険の対象に事故が発生した旨の通知を保険の対象
の発行者（以下「カード発行者」といいます。）が受理した日（以下「受
理日」といいます。）の10日前以降、受理日の30日後までの41日間（以下
この期間を「補償期間」といいます。）に行われた不正使用による損害に
限ります。

第２条（保険金を支払わない場合）
（１）当社は、次のいずれかに該当する事由によって生じた損害に対して

は、保険金を支払いません。
①　保険契約者、被保険者（注１）またはこれらの者の法定代理人の
故意もしくは重大な過失または法令違反
②　①に規定する者以外の者が保険金の全部または一部を受け取るべ
き場合においては、その者（注２）またはその者の法定代理人の故
意もしくは重大な過失または法令違反。ただし、他の者が受け取る
べき金額については除きます。
③　被保険者の同居の親族および別居の未婚の子、同居人、留守人ま
たは使用人が自ら行い、または加担した盗難。なお、「親族」とは、
６親等内の血族、配偶者または３親等内の姻族をいい、また、「配偶
者」とは、婚姻の相手方をいい、婚姻の届出をしていないが事実上
婚姻関係と同様の事情にある者および戸籍上の性別が同一であるが
婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある者を含みます。
④　保険期間の開始する以前に生じていた保険の対象の事故。ただし、
継続契約については除きます。
⑤　保険の対象が被保険者に到達する前に生じた事故
⑥　他人に譲渡、貸与または担保差入れされた保険の対象の使用
⑦　保険の対象に記載された有効期限（注３）を経過した後に行われ
た使用
⑧　保険の対象に被保険者自らの署名が行われていない状態で行われ
た使用
⑨　クレジットカード会員規約違反
⑩　キャッシュディスペンサー（注４）の設置場所における喝取（注
５）
⑪　キャッシュディスペンサーによる限度額残高照合が行われていな
い状態で行われた使用
⑫　キャッシュディスペンサーシステムが正常な機能を発揮しない状
態で行われた使用

（注１）保険契約者または被保険者が法人である場合は、その理事、取
締役または法人の業務を執行するその他の機関をいいます。

（注２）その者が法人である場合は、その理事、取締役または法人の業
務を執行するその他の機関をいいます。

（注３）別葉の使用限度額表に記載されている場合を含みます。
（注４）現金自動支払機をいい、現金自動預入払出兼用機等、現金自動
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支払機と同様の機能を有するものを含みます。以下同様とします。
（注５）保険の対象により現金を引き出すよう強要され、かつ、その引

き出された現金を奪われたことをいいます。
（２）当社は、次のいずれかに該当する事由に基づく著しい秩序の混乱に

乗じまたは付随して発生した事故による損害に対しては、保険金を支
払いません。
①　戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱、その
他これらに類似の事変または暴動（注１）

②　地震もしくは噴火またはこれらによる津波
③　核燃料物質（注２）もしくは核燃料物質によって汚染された物（注
３）の放射性、爆発性その他の有害な特性またはこれらの特性によ
る事故

（注１）群衆または多数の者の集団の行動によって、全国または一部の
地区において著しく平穏が害され、治安維持上重大な事態と認め
られる状態をいいます。

（注２）使用済燃料を含みます。以下同様とします。
（注３）原子核分裂生成物を含みます。

第３条（保険金の支払額）
　保険の対象１枚につき当社が第１条（保険金を支払う場合）の保険金
として支払うべき損害の額は、補償期間中に他人に不正使用された金額
（注）とし、保険証券記載の保険の対象１枚あたりの保険金額（以下「保
険金額」といいます。）を限度とします。
　（注）利息および手数料相当額は含まないものとします。

第４条（他の保険契約等がある場合の保険金の支払額）
（１）この保険契約と全部または一部に対して支払責任が同じである他の

保険契約または共済契約（以下「他の保険契約等」といいます。）があ
る場合において、それぞれの支払責任額（注１）の合計額が損害の額
（注２）以下のときは、当社は、この保険契約の支払責任額を支払保険
金の額とします。
（注１）それぞれの保険契約または共済契約について、他の保険契約

または共済契約がないものとして算出した支払うべき保険金ま
たは共済金の額をいいます。以下この条において同様とします。

（注２）それぞれの保険契約または共済契約に免責金額の適用がある
場合は、それらのうち最も低い免責金額を差し引いた額としま
す。以下この条において同様とします。

（２）他の保険契約等がある場合において、それぞれの支払責任額の合計
額が、損害の額を超えるときは、当社は、次に定める額を支払保険金
の額とします。
①　他の保険契約等から保険金または共済金が支払われていない場合
　　　この保険契約の支払責任額
②　他の保険契約等から保険金または共済金が支払われた場合
　　…　損害の額から、他の保険契約等から支払われた保険金または共済

金の合計額を差し引いた残額。ただし、この保険契約の支払責任額
を限度とします。

（３）損害が２種類以上の事故によって生じた場合は、同種の事故による
損害について、本条（２）の規定をおのおの別に適用します。

第２章　基本条項

第５条（告知義務）
（１）保険契約者または被保険者になる者は、保険契約締結の際、保険申

込書、クレジットカード会員規約および加盟店もしくは登録店規約（以



− 64 −

下「保険申込書等」といいます。）の記載事項ならびに保険の対象の機
能について、当社に事実を正確に告げなければなりません。

（２）当社は、保険契約締結の際、保険契約者または被保険者が、保険申
込書等の記載事項について、故意または重大な過失によって事実を告
げなかった場合または事実と異なることを告げた場合は、保険契約者
に対する書面による通知をもって、この保険契約を解除することがで
きます。

（３）本条（２）の規定は、次のいずれかに該当する場合には適用しませ
ん。
①　本条（２）に規定する事実がなくなった場合
②　当社が保険契約締結の際、本条（２）に規定する事実を知ってい
た場合または過失によってこれを知らなかった場合（注１）
③　保険契約者または被保険者が、保険金を支払うべき事故の発生前
に、保険申込書等の記載事項につき、書面をもって訂正を当社に申
し出（以下「訂正の申出」（注２）といいます。）て、当社がこれを
承認した場合。なお、当社が、訂正の申出を受けた場合において、
その訂正を申し出た事実が、保険契約締結の際に当社に告げられて
いたとしても、当社が保険契約を締結していたと認めるときに限り、
これを承認するものとします。
④　次のいずれかに該当する場合
ア．当社が、本条（２）の規定による解除の原因があることを知っ
た時から１か月を経過した場合

イ．保険契約締結時から５年を経過した場合
（注１）当社のために保険契約の締結の代理を行う者が、事実を告げる

ことを妨げた場合または事実を告げないこともしくは事実と異な
ることを告げることを勧めた場合を含みます。

（注２）この普通保険約款に付帯される特約に規定する訂正の申出を含
みます。

（４）本条（２）に規定する事実が、当社が保険申込書等において定めた
危険（注）に関する重要な事項に関係のないものであった場合には、
本条（２）の規定を適用しません。ただし、他の保険契約等に関する
事項については、本条（２）の規定を適用します。
（注）損害の発生の可能性をいいます。

（５）本条（２）の規定による解除が損害の発生した後になされた場合で
あっても、第13条（保険契約の解約・解除の効力）の規定にかかわら
ず、当社は、保険金を支払いません。この場合において、既に保険金
を支払っていたときは、当社は、その返還を請求することができます。

（６）本条（５）の規定は、本条（２）に規定する事実に基づかずに発生
した事故による損害については適用しません。

第６条（通知義務）
（１）保険契約締結の後、次のいずれかに該当する事実が発生した場合に

は、保険契約者または被保険者は、事実の発生がその責めに帰すべき
事由によるときはあらかじめ、責めに帰すことのできない事由による
ときはその発生を知った後、遅滞なく、その旨を当社に申し出て、変
更の承認を請求しなければなりません。ただし、その事実がなくなっ
た場合には、当社に申し出る必要はありません。
①　保険の対象の機能を変更すること。
②　上記①のほか、保険申込書等の記載事項の内容に変更を生じさせ
る事実（注）が発生すること。

（注）保険申込書等の記載事項のうち、保険契約締結の際に当社が交付
する書面等においてこの条の適用がある事項として定めたものに関
する事実に限ります。

（２）本条（１）の事実がある場合（注）には、当社は、その事実につい
て変更届出書を受領したと否とを問わず、保険契約者に対する書面に
よる通知をもって、この保険契約を解除することができます。
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（注）本条（４）ただし書の規定に該当する場合を除きます。
（３）本条（２）の規定は、次のいずれかに該当する場合には適用しませ

ん。
①　当社が、本条（２）の規定による解除の原因があることを知った
時から１か月を経過した場合

②　本条（１）の事実が生じた時から５年を経過した場合
（４）本条（１）に規定する手続きを怠った場合には、当社は、本条（１）

の事実が発生した時または保険契約者もしくは被保険者がその発生を
知った時から当社が変更届出書を受領するまでの間に発生した事故に
よる損害に対しては、保険金を支払いません。ただし、本条（１）の
事実が発生した場合において、変更後の保険料が変更前の保険料より
高くならなかったときを除きます。

（５）本条（４）の規定は、本条（１）の事実に基づかずに発生した事故
による損害については適用しません。

第７条（保険契約者の住所変更）
　保険契約者が保険証券記載の住所または通知先を変更した場合は、保
険契約者は、遅滞なく、その旨を当社に通知しなければなりません。

第８条（保険契約に関する調査）
（１）当社は、いつでも保険契約に関して必要な調査をすることができま

す。
（２）保険契約者または被保険者が、正当な理由がなく本条（１）の調査

を拒否した場合は、当社は、保険契約者に対する書面による通知をもっ
て、この保険契約を解除することができます。

（３）本条（２）の規定は、本条（２）に規定する拒否の事実があった時
から１か月を経過した場合には適用しません。

第９条（保険契約の無効）
　保険契約者が、保険金を不法に取得する目的または第三者に保険金を
不法に取得させる目的をもって締結した保険契約は無効とします。

第10条（保険契約の取消）
　保険契約者または被保険者の詐欺または強迫によって当社が保険契約
を締結した場合には、当社は、保険契約者に対する書面による通知をもっ
て、この保険契約を取り消すことができます。

第11条（保険契約者による保険契約の解約）
　保険契約者は、当社に対する書面による通知をもって、この保険契約
を解約することができます。

第12条（重大事由による解除）
（１）当社は、次のいずれかに該当する事由がある場合には、保険契約者

に対する書面による通知をもって、この保険契約を解除することがで
きます。
①　保険契約者または被保険者が、当社にこの保険契約に基づく保険
金を支払わせることを目的として損害を生じさせ、または生じさせ
ようとしたこと。

②　被保険者が、この保険契約に基づく保険金の請求について、詐欺
を行い、または行おうとしたこと。

③　保険契約者が、次のいずれかに該当すること。
ア．反社会的勢力（注）に該当すると認められること。
イ．反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与する
等の関与をしていると認められること。

ウ．反社会的勢力を不当に利用していると認められること。
エ．法人である場合において、反社会的勢力がその法人の経営を支
配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認められ
ること。

オ．その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有してい
ると認められること。

④　上記①から③までに掲げるもののほか、保険契約者または被保険
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者が上記①から③までの事由がある場合と同程度に当社のこれらの
者に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする重大な
事由を生じさせたこと。

（注）暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しな
い者を含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社
会的勢力をいいます。以下同様とします。

（２）当社は、被保険者が本条（１）の③のいずれかに該当する場合には、
保険契約者に対する書面による通知をもって、この保険契約のその被
保険者に係る部分を解除することができます。

（３）本条（１）または（２）の規定による解除が損害の発生した後にな
された場合であっても、第13条（保険契約解除の効力）の規定にかか
わらず、本条（１）の事由または本条（２）の事由が生じた時から解
除がなされた時までに発生した事故による損害に対しては、当社は、
保険金を支払いません。この場合において、既に保険金を支払ってい
たときは、当社は、その返還を請求することができます。

（４）保険契約者または被保険者が本条（１）の③のいずれかに該当する
ことにより本条（１）または（２）の規定による解除がなされた場合
には、本条（３）の規定は、本条（１）の③のいずれにも該当しない
被保険者に生じた損害については適用しません。

第13条（保険契約の解約・解除の効力）
　保険契約の解約および解除は、将来に向かってのみその効力を生じます。

第14条（保険料の返還または請求－告知義務・通知義務等の場合）
（１）第５条（告知義務）（１）により告げられた内容が事実と異なる場合

において、保険料を変更する必要があるときは、当社は、変更前の保
険料と変更後の保険料との差に基づき計算した保険料を返還または請
求します。

（２）第６条（通知義務）（１）の事実が生じた場合において、保険料を変
更する必要があるときは、当社は、次の①または②のとおりとします。
①　変更後の保険料が変更前の保険料よりも高くなる場合は、変更前
の保険料と変更後の保険料との差に基づき、第６条（１）の事実が
生じた時以降の期間（注）に対し日割をもって計算した保険料を請
求します。
②　変更後の保険料が変更前の保険料よりも低くなる場合は、次のア．
またはイ．により算出した額のいずれか低い額を返還します。
ア．変更前の保険料と変更後の保険料との差に基づき、第６条（１）
の事実が生じた時以降の期間に対し日割をもって計算した保険料

イ．既に払い込まれた保険料から保険証券記載の最低保険料を差し
引いた額

（注）保険契約者または被保険者の申出に基づく、第６条（１）の事実
が生じた時以降の期間をいいます。以下同様とします。

（３）当社は、保険契約者が本条（１）または（２）の規定による追加保
険料の払込みを怠った場合（注）は、保険契約者に対する書面による
通知をもって、この保険契約を解除することができます。
（注）当社が、保険契約者に対し追加保険料の請求をしたにもかかわ

らず相当の期間内にその払込みがなかった場合に限ります。
（４）本条（１）または（２）の規定による追加保険料を請求する場合に

おいて、本条（３）の規定によりこの保険契約を解除できるときは、
当社は、保険金を支払いません。この場合において、既に保険金を支
払っていたときは、当社は、その返還を請求することができます。

（５）本条（４）の規定は、第６条（１）の事実が生じた場合における、
その事実が生じた時より前に発生した事故による損害については適用
しません。

（６）本条（１）および（２）のほか、保険契約締結の後、保険契約者が
書面をもって保険契約の条件の変更を当社に通知し、承認の請求を行
い、当社がこれを承認する場合において、保険料を変更する必要があ
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るときは、当社は、次の①または②のとおりとします。
①　変更後の保険料が変更前の保険料よりも高くなる場合は、変更前
の保険料と変更後の保険料との差に基づき計算した、未経過期間に
対する保険料を請求します。

②　変更後の保険料が変更前の保険料よりも低くなる場合は、次のア．
またはイ．により算出した額のいずれか低い額を返還します。
ア．変更前の保険料と変更後の保険料との差に基づき、計算した、
未経過期間に対する保険料

イ．既に払い込まれた保険料から保険証券記載の最低保険料を差し
引いた額

（７）本条（６）の規定による追加保険料を請求する場合において、当社
の請求に対して、保険契約者がその払込みを怠ったときは、当社は、
追加保険料領収前に生じた事故による損害に対しては、保険契約条件
の変更の承認の請求がなかったものとして、この保険契約に適用され
る普通保険約款および特約に従い、保険金を支払います。

第15条（保険料の返還－無効の場合）
　第９条（保険契約の無効）の規定により保険契約が無効となる場合に
は、当社は、保険料を返還しません。

第16条（保険料の返還－取消の場合）
　第10条（保険契約の取消）の規定により、当社が保険契約を取り消し
た場合には、当社は、既に払い込まれた保険料を返還しません。

第17条（保険料の返還－解約・解除の場合）
（１）第５条（告知義務）（２）、第６条（通知義務）（２）、第８条（保険

契約に関する調査）（２）、第12条（重大事由による解除）（１）または
第14条（保険料の返還または請求−告知義務・通知義務等の場合）（３）
の規定により、当社が保険契約を解除した場合には、当社は、未経過
期間に対し日割をもって計算した保険料を返還します。

（２）第11条（保険契約者による保険契約の解約）の規定により、保険契
約者が保険契約を解約（注１）した場合には、当社は、次の①または
②のいずれか低い額を返還します。
①　既に払い込まれた保険料から既経過期間に対し短期料率（注２）
によって計算した保険料を差し引いた額

②　既に払い込まれた保険料から保険証券記載の最低保険料を差し引
いた額

（注１）次の場合を含みます。以下同様とします。
　　　ア．保険金額を減額する場合
　　　イ…．別に保険料を定めた特約が付帯されている場合において、

その特約のみを解約するとき。
（注２）別表に掲げる短期料率をいいます。

第18条（事故の通知）
（１）保険契約者または被保険者は、保険の対象に事故が発生したことを

知った場合は、事故の発生ならびに他の保険契約等の有無および内容
（注）を当社に遅滞なく通知しなければなりません。
（注）既に他の保険契約等から保険金または共済金の支払を受けた場

合には、その事実を含みます。
（２）保険契約者または被保険者が、正当な理由がなく本条（１）の規定

に違反した場合は、当社は、それによって当社が被った損害の額を差
し引いて保険金を支払います。

第19条（盗難・紛失カード発見に関する手続き）
（１）保険契約者または被保険者は、事故にあった保険の対象の発見回収

に努め、かつ、当社の請求に応じて必要な手続きを行わなければなり
ません。

（２）被保険者が事故にあった保険の対象を発見しまたは回収した場合は、
直ちにその旨をカード発行者に通知しなければなりません。

（３）保険契約者または被保険者が、正当な理由がなく本条（１）および
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（２）に規定する義務を履行しなかった場合は、当社は、それによって
当社が被った損害の額を差し引いて保険金を支払います。

第20条（損害防止義務および損害防止費用）
（１）保険契約者または被保険者は、第１条（保険金を支払う場合）の事

故が発生したことを知った場合は、遅滞なく次に掲げる措置を講じな
ければなりません。
①　所轄警察官署に届け出ること。
②　カード発行者に通知し、カード発行者所定の盗難届または紛失届
をカード発行者に提出すること。
③　不正使用者の発見に努力または協力すること。
④　その他損害の発生および拡大の防止に努めること。

（２）本条（１）の③および④の場合において、保険契約者または被保険
者が、事故による損害の発生または拡大の防止のために必要または有
益な費用を支出したときにおいて、この保険契約に適用される普通保
険約款または特約の規定により保険金が支払われないとき（免責金額
を差し引くことにより保険金が支払われない場合を除きます。）を除き、
当社は、損害の発生または拡大の防止に要した費用のうち必要または
有益であったものに限り、その措置により回収された不正使用の金額
の範囲内で、これを損害の額の一部とみなします。

（３）保険契約者または被保険者が正当な理由がなく本条（１）に規定す
る義務を履行しなかった場合は、当社は、次の算式によって算出した
額を損害の額とみなします。

事故による
損害の額

−
損害の発生または拡大を防止する
ことができたと認められる額

＝ 損害の額

第21条（保険金の請求）
（１）被保険者が保険金の支払を受けようとする場合、当社に対して保険

金の支払を請求しなければなりません。
（２）当社に対する保険金の請求権は、事故による損害が発生した時から

発生し、これを行使することができるものとします。
（３）被保険者が保険金の支払を請求する場合は、次の書類または証拠の

うち、当社が求めるものを提出しなければなりません。
①　保険金請求書
②　保険証券
③　損害見積書
④　所轄警察官署の盗難または紛失届出証明書またはこれに代わるべ
き書類
⑤　その他当社が第23条（保険金の支払時期）（１）に定める必要な確
認を行うために欠くことのできない書類または証拠として保険契約
締結の際に当社が交付する書面等において定めたもの

（４）当社は、事故の内容または損害の額等に応じ、保険契約者または被
保険者に対して、本条（３）に掲げるもの以外の書類もしくは証拠の
提出または当社が行う調査への協力を求めることがあります。この場
合には、当社が求めた書類または証拠を速やかに提出し、必要な協力
をしなければなりません。

（５）保険契約者または被保険者が、正当な理由がなく本条（４）の規定
に違反した場合または本条（３）もしくは（４）の書類に事実と異な
る記載をし、もしくはその書類もしくは証拠を偽造しもしくは変造し
た場合は、当社は、それによって当社が被った損害の額を差し引いて
保険金を支払います。

（６）保険金の請求権は、本条（２）に定める時の翌日から起算して３年
を経過した場合は、時効によって消滅します。

第22条（代位）
（１）損害が生じたことにより被保険者が損害賠償請求権その他の債権を

取得した場合において、当社がその損害に対して保険金を支払ったと
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きは、その債権は当社に移転します。ただし、移転するのは、次の額
を限度とします。
①　当社が損害の額の全額を保険金として支払った場合
　　　被保険者が取得した債権の全額
②　上記①以外の場合
　　…　被保険者が取得した債権の額から、保険金が支払われていない損

害の額を差し引いた額
（２）本条（１）の②の場合において、当社に移転せずに被保険者が引き

続き有する債権は、当社に移転した債権よりも優先して弁済されるも
のとします。

（３）保険契約者および被保険者は、当社が取得する本条（１）または
（２）の債権の保全および行使ならびにそのために当社が必要とする証
拠および書類の入手に協力しなければなりません。この場合において、
当社に協力するために必要な費用は、当社の負担とします。

第23条（保険金の支払時期）
（１）当社は、被保険者が第21条（保険金の請求）（３）の手続きを完了し

た日（以下「請求完了日」といいます。）からその日を含めて30日以内
に、当社が保険金を支払うために必要な次の事項の確認を終え、保険
金を支払います。
①　保険金の支払事由発生の有無の確認に必要な事項として、事故の
原因、事故発生の状況、損害発生の有無および被保険者に該当する
事実

②　保険金が支払われない事由の有無の確認に必要な事項として、保
険金が支払われない事由としてこの保険契約において定める事由に
該当する事実の有無

③　保険金を算出するための確認に必要な事項として、損害の額およ
び事故と損害との関係

④　保険契約の効力の有無の確認に必要な事項として、この保険契約
において定める解除、無効または取消の事由に該当する事実の有無

⑤　上記①から④までのほか、他の保険契約等の有無および内容、損
害について被保険者が有する損害賠償請求権その他の債権および既
に取得したものの有無および内容等、当社が支払うべき保険金の額
を確定するために確認が必要な事項

（２）本条（１）の確認をするため、次に掲げる特別な照会または調査が
不可欠な場合には、本条（１）の規定にかかわらず、当社は、請求完
了日からその日を含めて次に掲げる日数（注１）を経過する日までに、
保険金を支払います。この場合において、当社は、確認が必要な事項
およびその確認を終えるべき時期を被保険者に対して通知するものと
します。
①　本条（１）の①から④までの事項を確認するための、警察、検察、
消防その他の公の機関による捜査・調査結果の照会（注２）　180日

②　本条（１）の①から④までの事項を確認するための、専門機関に
よる鑑定等の結果の照会　90日

③　災害救助法（昭和22年法律第118号）が適用された災害の被災地域
における本条（１）の事項の確認のための調査　60日

④　本条（１）の事項の確認を日本国内において行うための代替的な
手段がない場合の日本国外における調査　180日

⑤　損害発生事由、損害原因もしくは損害の内容について詳細な調査
を要するなど特殊である場合または同一の事故により多数の損害が
発生した場合において、本条（１）の①から④までの事項を確認す
るための、専門機関による鑑定等の結果の照会　180日

（注１）複数に該当する場合は、そのうち最長の日数とします。
（注２）弁護士法（昭和24年法律第205号）に基づく照会その他法令に基

づく照会を含みます。
（３）本条（２）に掲げる特別な照会または調査を開始した後、本条（２）
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に掲げる期間中に保険金を支払う見込みがないことが明らかになった場
合には、当社は、本条（２）に掲げる期間内に保険契約者および被保険
者との協議による合意に基づきその期間を延長することができます。

（４）本条（１）から（３）までに掲げる必要な事項の確認に際し、保険契
約者または被保険者が正当な理由がなくその確認を妨げ、またはこれ
に応じなかった場合（注）には、これにより確認が遅延した期間につ
いては、本条（１）から（３）までの期間に算入しないものとします。
（注）必要な協力を行わなかった場合を含みます。

第24条（残存保険金額）
　当社が第１条（保険金を支払う場合）の保険金を支払った場合は、保
険金額からその支払った額を差し引いた残額を、損害が生じた時以降の
保険期間に対する保険金額とします。

第25条（保険責任の始期および終期）
（１）当社の保険責任は、保険証券記載の保険期間（以下「保険期間」と

いいます。）の初日（以下「始期日」といいます。）の午後４時（注）
に始まり、末日（「満期日」といいます。）の午後４時に終わります。
（注）保険証券にこれと異なる時刻が記載されている場合は、その時

刻とします。
（２）本条（１）の時刻は、日本国の標準時によるものとします。
（３）保険期間が始まった後であっても、保険契約者が保険料の払込みを

怠った場合は、当社は、始期日から保険料領収までの間に生じた事故
による損害に対しては、保険金を支払いません。

第26条（保険責任のおよぶ地域）
　当社は、保険の対象が日本国内にある間に生じた事故による損害に対
してのみ保険金を支払います。

第27条（保険契約者が複数の場合の取扱い）
（１）この保険契約について、保険契約者が２名以上である場合は、当社

は、代表者１名を定めることを求めることができます。この場合にお
いて、代表者は他の保険契約者を代理するものとします。

（２）本条（１）の代表者が定まらない場合またはその所在が明らかでな
い場合には、保険契約者の中の１名に対して行う当社の行為は、他の
保険契約者に対しても効力を有するものとします。

（３）保険契約者が２名以上である場合には、それぞれの保険契約者は連
帯してこの保険契約に適用される普通保険約款および特約に関する義
務を負うものとします。

第28条（訴訟の提起）
　この保険契約に関する訴訟については、日本国内における裁判所に提
起するものとします。

第29条（準拠法）
　この約款に規定のない事項については、日本国の法令に準拠します。
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別　表　短期料率表
　既経過期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間保険料に
　未経過期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　対する割合（％）
　　７日まで……………………………………………………10
　　15日まで……………………………………………………15
　１か月まで……………………………………………………25
　２か月まで……………………………………………………35
　３か月まで……………………………………………………45
　４か月まで……………………………………………………55
　５か月まで……………………………………………………65
　６か月まで……………………………………………………70
　７か月まで……………………………………………………75
　８か月まで……………………………………………………80
　９か月まで……………………………………………………85
10か月まで……………………………………………………90
11か月まで……………………………………………………95
12か月まで………………………………………………… 100
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3　【クレジットカード盗難保険】
特約

ご契約にセットされる特約について
■…各特約については、「特約適用条件一覧表」に従い適用されます。なお、
特約の条文中および適用条件の説明中の「保険証券」には、保険証券に
添付される明細書または条件書その他の付属書類についても含むものと
します。
■…保険証券の「特約」または「特記事項」欄に本表に掲げる特約以外の特
約名が表示されており、保険証券にその特約が添付されている場合は、
その特約についても適用されます。

【特約適用条件一覧表】
（１）自動セットされる特約
次の特約は、ご契約時のお申出にかかわらず、すべてのご契約に適用され
る特約（自動セット特約）です。

特約名称 ページ

偽造・変造カード対象外特約 75

サイバーインシデント限定補償特約 75

適用保険料に関する特約 76

保険料支払手段に関する特約 76

（２）任意セットする特約
次の特約は、ご契約時にお申出があり当社が引き受ける場合にセットする
特約（任意セット特約）です。
※…下表の「適用条件」では、保険証券の「特約」または「特記事項」の欄
を「特約欄」と表示しています。

特約名称 適用条件（保険証券の表示等） ページ

補償期間変更に関する
特約

特約欄に特約コード「61」または名称
の表示がある場合

76

保険料支払に関する特
約（クレジットカード
用）

クレジットカードを保険の対象とする契
約で、特約欄に「62」または名称の表
示がある場合

76

保険料支払に関する特
約（キャッシュディス
ペンサー用カード用）

キャッシュディスペンサー用カードを保
険の対象とする契約で、特約欄に「62」
または名称の表示がある場合

77

車両限定カード特約
特約欄に特約コード「64」または名称
の表示がある場合

77

クレジットカード発行
者補償特約（共通保険
金額方式）

特約欄に特約コード「65」または名称
の表示がある場合

77

クレジットカード発行
者補償特約（別建保険
金額方式）

特約欄に特約コード「66」または名称
の表示がある場合

78
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特約名称 適用条件（保険証券の表示等） ページ

縮小支払特約
特約欄に特約コード「1A」または名称
の表示がある場合

79

免責金額特約（Ａ．1
回の不正使用ごとに適
用する場合）

免責金額欄に表示があり、かつ、特約欄
に特約コード「ア1」または名称の表示
がある場合

79

免責金額特約（Ｂ．一
連の不正使用全体に対
して適用する場合）

免責金額欄に表示があり、かつ、特約欄
に特約コード「ア2」または名称の表示
がある場合

80

保険料の精算に関する
特約

特約欄に特約コード「H1」または名称
の表示がある場合

80

共同保険特約

保険証券または保険証券に添付した共同
保険契約分担表に、共同保険の分担会社
および分担割合または分担会社それぞれ
の保険金額が表示されている場合

81
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偽造・変造カード対象外特約
　当社は、普通保険約款およびこれに付帯される他の特約について、ク
レジットカードの偽造または変造によって生じた損害に対しては、保険
金を支払いません。

サイバーインシデント限定補償特約
「用語の説明」

　この特約において使用される用語の説明は､ 普通保険約款「用語の説明」
による場合のほか、次表のとおりとします。

（50音順）

用　語 説　明

こ コンピュータ
システム

情報の処理および通信を主たる目的とするコンピュータ
等の情報処理機器・設備ならびにこれらと通信を行う制
御、監視、測定等の機器・設備が回線を通じて接続され
たものの全部または一部をいい、通信用回線、周辺機器、
ソフトウェア、電子データや、クラウド等のサービスに
より利用されるものを含みます。

さ サイバーイン
シデント

次のいずれかに該当するものをいいます。
①　サイバー攻撃により生じた事象
②　サイバー攻撃以外の事由により生じた以下の事象
　ア…．ソフトウェア、電子データの損壊、書換え、消失

または流出
　イ…．コンピュータシステムへのアクセスの制限
　ウ…．上記ア．およびイ．以外の事象でコンピュータシ

ステムに生じた、本来意図していないコンピュータ
システムの機能の停止、誤作動または不具合

サイバー攻撃 コンピュータシステムへのアクセスまたはコンピュータ
システムの処理、使用もしくは操作に関連する不正な行
為または犯罪行為を指し、次のいずれかに該当するもの
を含みます。
①…　正当な使用権限を有さない者による、不正アクセス
②…　コンピュータシステムの機能の停止、阻害、破壊ま
たは誤作動を意図的に引き起こす行為

③…　マルウェアなどの不正なソフトウェアの送付または
第三者にインストールさせる行為

④…　コンピュータシステムで管理される電子データの改
ざんまたは不正に情報を入手する行為

第１条（この特約の適用条件）
　この特約は、すべての保険契約に適用されます。

第２条（保険金を支払わない場合）
　当社は、この特約が適用される普通保険約款およびこれに適用される
他の特約の規定にかかわらず、直接であると間接であるとを問わず、サ
イバーインシデントによって生じた損害に対しては、保険金を支払いま
せん。

第３条（保険金を支払わない場合の適用除外）
　当社は、サイバー攻撃により生じた事象以外のサイバーインシデント
によって生じた損害に対しては、第２条（保険金を支払わない場合）の
規定を適用しません。

第４条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
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規定を準用します。

適用保険料に関する特約
　この契約については、保険期間開始の時に使用されている料率または
保険料によるものとします。

保険料支払手段に関する特約
「用語の説明」

　この特約において使用される用語の説明は、普通保険約款「用語の説明」
による場合のほか、次のとおりとします。

用　語 説　明

ほ 保険料 普通保険約款およびこれに適用される他の特約に定める
ところに従い、当社が追加保険料を請求した場合は、追
加保険料を含みます。

第１条（この特約の適用条件）
　この特約は、すべての保険契約に適用されます。

第２条（保険料の払込方法）
（１）保険契約者は、保険料を当社が定める決済手段によって払い込むこ

とができるものとします。
（２）本条（１）の規定により当社が定める決済手段によって保険料を払

い込む場合は、当社は、保険契約者が当該決済手段の会員規約やサー
ビス利用規約等に従い決済手続を行い、保険料相当額全額の決済手続
を完了したことが決済手続画面に表示された時点で、決済手続が完了
し保険料の払込みがあったものとみなします。

第３条（保険料領収前の事故）
　第２条（保険料の払込方法）（１）の規定により保険契約者が当社が定
める決済手段によって保険料を払い込む場合、当社は、決済手続が完了
した時（注）以後、普通保険約款およびこれに適用される他の特約に定
める保険料領収前に発生した事故の取扱いに関する規定を適用しません。
　（注…）決済手続が完了した時とは、保険期間の開始前に決済手続が完了

した場合、保険期間の開始した時とします。
第４条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しない限
り、この保険契約の普通保険約款およびこれに適用される他の特約の規
定を準用します。

補償期間変更に関する特約
第１条（補償期間の変更）
　当社は、普通保険約款第１条（保険金を支払う場合）の規定にかかわ
らず、保険証券記載の補償期間内に行われた不正使用による損害に対し
て、この特約に従い、保険金を支払います。

第２条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

保険料支払に関する特約（クレジットカード用）
第１条（保険料の払込方法）
　保険契約者は、この保険契約の保険料を、保険期間開始の後はじめて
到来するクレジットカード利用による代金決済日の翌日から起算して10
日以内に払い込むものとします。
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第２条（保険料領収前の事故）
　保険契約者が第１条（保険料の払込方法）の規定に従い保険料を払い
込まなかった場合は、その保険料を領収するまでの間に生じた事故によ
る損害に対しては、保険金を支払いません。

第３条（保険料不払の場合の当社による保険契約の解除）
（１）保険契約者が第１条（保険料の払込方法）の規定に従い保険料を払

い込まなかった場合は、当社は、保険契約者に対する書面による通知
をもって、この保険契約を解除することができます。

（２）本条（１）の解除は、始期日（注）から将来に向かってのみその効
力を生じます。
（注）保険証券記載の保険期間の初日をいいます。

第４条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

保険料支払に関する特約 
（キャッシュディスペンサー用カード用）

第１条（保険料の払込方法）
　保険契約者は、この保険契約の保険料を、始期日（注）の翌日から起
算して10日以内に払い込むものとします。
　（注）保険証券記載の保険期間の初日をいいます。以下同様とします。

第２条（保険料領収前の事故）
　保険契約者が第１条（保険料の払込方法）の規定に従い保険料を払い
込まなかった場合は、当社は、その保険料を領収するまでの間に生じた
事故による損害に対しては、保険金を支払いません。

第３条（保険料不払の場合の当社による保険契約の解除）
（１）保険契約者が第１条（保険料の払込方法）の規定に従い保険料を払

い込まなかった場合は、当社は、保険契約者に対する書面による通知
をもって、この保険契約を解除することができます。

（２）本条（１）の解除は、始期日から将来に向かってのみその効力を生
じます。

第４条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

車両限定カード特約
　当社は、普通保険約款第１条（保険金を支払う場合）の規定にかかわ
らず、保険証券記載のクレジットカードのうち、車両番号がクレジット
カードの券面に記載されているものについては、その車両の搭乗者以外
の者によって行われた不正使用による損害に対しては、保険金を支払い
ません。

クレジットカード発行者補償特約 
（共通保険金額方式）

第１条（保険金を支払う場合）
　当社は、保険証券記載のクレジットカード（以下「保険の対象」とい
います。）が盗取、詐取もしくは横領（以下「盗難」といいます。）され、
または紛失（以下、盗難または紛失を「事故」といいます。）し、かつ、
保険期間中に他人に不正使用されたことによって被保険者である保険の
対象の発行者（以下「カード発行者」といいます。）が被る損害に対して、
この特約に従い、保険金を支払います。
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第２条（補償期間）
　この特約が付帯された保険契約における補償期間は、普通保険約款第
１条（保険金を支払う場合）または補償期間変更に関する特約第１条（補
償期間の変更）に規定する補償期間とします。ただし、保険の対象の会
員（以下「カード会員」といいます。）の責任期間（事故にあった保険の
対象の不正使用につきそのカード会員が会員規約上負担する責任期間を
いいます。以下同様とします。）がある場合の補償期間の始期は、カード
会員の責任期間の満了時または普通保険約款第１条もしくは補償期間変
更に関する特約第１条の補償期間の始期のいずれか後の時点とします。

第３条（保険金の支払額）
　この特約に基づき、当社が支払うべき保険金は、保険期間を通じて保
険の対象１枚あたりの保険金額（以下「保険金額」といいます。）を限度
とします。ただし、普通保険約款第３条（保険金の支払額）の規定にか
かわらず、カード会員の責任期間がある場合において、この特約に基づ
き当社が支払うべき保険金は、保険期間を通じて保険金額から次の金額
を差し引いた残額をもって限度とします。
①　その保険の対象につき、カード会員を被保険者とするクレジット
カード盗難保険契約（以下「会員契約」といいます。）が締結されて
いる場合については、その会員契約による支払保険金相当額
②　その保険の対象につき、会員契約が締結されていない場合につい
ては、普通保険約款第１条（保険金を支払う場合）または補償期間
変更に関する特約第１条（補償期間の変更）に定める補償期間の始
期以降、カード会員の責任期間の満了時までの期間に生じた不正使
用代金相当額

第４条（読み替え規定）
　この特約を適用する場合には、次のとおり普通保険約款を読み替えて
適用するものとします。
①　普通保険約款第２条（保険金を支払わない場合）（１）の①、第19
条（盗難・紛失カード発見に関する手続き）（１）および（３）、第
20条（損害防止義務および損害防止費用）ならびに第21条（保険金
の請求）において「被保険者」とあるのは「被保険者もしくはカー
ド会員」
②　普通保険約款第２条（１）の②、④および⑦、第18条（事故の通
知）ならびに第19条（２）において「被保険者」とあるのは「カー
ド会員」

第５条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

クレジットカード発行者補償特約 
（別建保険金額方式）

第１条（保険金を支払う場合）
　当社は、保険証券記載のクレジットカード（以下「保険の対象」とい
います。）が盗取、詐取もしくは横領（以下「盗難」といいます。）され、
または紛失（以下、盗難または紛失を「事故」といいます。）し、かつ、
保険期間中に他人に不正使用されたことによって被保険者である保険の
対象の発行者（以下「カード発行者」といいます。）が被る損害に対して、
この特約に従い、保険金を支払います。

第２条（補償期間）
　この特約が付帯された保険契約における補償期間は、普通保険約款第
１条（保険金を支払う場合）または補償期間変更に関する特約第１条（補
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償期間の変更）に規定する補償期間とします。ただし、保険の対象の会
員（以下「カード会員」といいます。）の責任期間（事故にあった保険の
対象の不正使用につきそのカード会員が会員規約上負担する責任期間を
いいます。以下同様とします。）がある場合の補償期間の始期は、カード
会員の責任期間の満了時または普通保険約款第１条もしくは補償期間変
更に関する特約第１条の補償期間の始期のいずれか後の時点とします。

第３条（読み替え規定）
　この特約を適用する場合には、次のとおり普通保険約款を読み替えて
適用するものとします。
①　普通保険約款第２条（保険金を支払わない場合）（１）の①、第19
条（盗難・紛失カード発見に関する手続き）（１）および（３）、第
20条（損害防止義務および損害防止費用）ならびに第21条（保険金
の請求）において「被保険者」とあるのは「被保険者もしくはカー
ド会員」

②　普通保険約款第２条（１）の②、④および⑦、第18条（事故の通
知）ならびに第19条（２）において「被保険者」とあるのは「カー
ド会員」

第４条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

縮小支払特約
第１条（保険金の支払額）
　当社が支払うべき保険金の額は、普通保険約款の規定およびこの保険
契約に付帯される他の特約の規定によって算出した保険金の額に、保険
証券記載の縮小支払割合を乗じて得た額とします。

第２条（免責金額を設定した場合の保険金の支払額）
（１）この保険契約において、免責金額特約（Ａ．１回の不正使用ごとに

適用する場合）または免責金額特約（Ｂ．一連の不正使用全体に対し
て適用する場合）が付帯されている場合には、当社が支払うべき保険
金の額は、次の算式によって算出した額とします。

損害の額−

免責金額特約（Ａ．１回の
不正使用ごとに適用する場
合）または免責金額特約
（Ｂ．一連の不正使用全体
に対して適用する場合）に
よる免責金額の額

×
保険証券記
載の縮小支
払割合

＝
保険金
の額

（２）本条（１）において、免責金額特約（Ａ．１回の不正使用ごとに適
用する場合）が付帯されている場合には、１回の不正使用ごとに支払
うべき保険金の額を算出し、その合計額をこの保険契約における保険
金の支払額とします。ただし、保険証券記載のクレジットカード１枚
あたりの保険金額を限度とします。

第３条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

免責金額特約 
（Ａ．１回の不正使用ごとに適用する場合）

第１条（保険金を支払う場合）
　当社は、保険の対象である同一のクレジットカードについて、１回の
不正使用によって生じた損害の額（注）が保険証券記載の免責金額を超
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過する場合に限り、その超過額に対してのみ、この特約に従い、保険金
を支払います。
　（注…）普通保険約款第３条（保険金の支払額）の規定によって算出した

額とします。
第２条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

免責金額特約 
（Ｂ．一連の不正使用全体に対して適用する場合）
第１条（保険金を支払う場合）
（１）当社は、保険の対象である同一のクレジットカードについて行われ

た一連の不正使用によって生じた損害の額（注）が保険証券記載の免
責金額を超過する場合に限り、その超過額に対してのみ、この特約に
従い、保険金を支払います。
（注）普通保険約款第３条（保険金の支払額）の規定によって算出し

た額とします。
（２）本条（１）において、一連の不正使用とは、普通保険約款第１条（保

険金を支払う場合）の規定およびこの保険契約に付帯される他の特約
の規定による補償期間内に行われた不正使用のすべてをいいます。

第２条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

保険料の精算に関する特約
第１条（暫定保険料の払込み）
（１）保険契約者は、保険契約の締結時に保険証券記載の暫定保険料（注）

を当社に払い込まなければなりません。
（注）以下「暫定保険料」といいます。

（２）当社は、本条（１）の暫定保険料を領収するまでの間に生じた普通
保険約款第１条（保険金を支払う場合）の損害に対しては、保険金を
支払いません。

第２条（名簿等の備付）
　保険契約者は、クレジットカード会員の名簿等その他関係書類を備え、
当社がその閲覧または写しの提示を求めた場合は、いつでもこれに応じ
なければなりません。

第３条（通知）
（１）保険契約者は、保険証券記載の日を毎月の締切日とし、その日にお

ける保険証券記載のクレジットカード発行枚数その他の当社の定める
事項を、締切日の翌日から起算して30日以内に当社に通知しなければ
なりません。

（２）当社は、保険契約者の故意または重大な過失によって、本条（１）
の通知に遅滞または漏れがあった場合には、次の算式によって算出し
た割合により、保険金を削減して支払います。ただし、保険契約者が
その遅滞または漏れが自己の故意および重大な過失によらなかったこ
とを立証し、その通知または漏れのあった事項についてただちに書面
により通知し、当社がこれを認めた場合には適用しません。
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割合 ＝

遅滞または漏れの発生した締切日以前に実際に行われた通知
に基づいて、当社が算出した確定保険料（注）の合計額

遅滞または漏れの発生した締切日以前に遅滞および漏れがな
かったものとして、当社が算出した確定保険料の合計額

（注）本条（１）の規定による通知に基づき当社が算出した保険料を
いいます。以下同様とします。

（３）本条（１）の規定による通知に遅滞または漏れがあった場合は、保
険期間終了後であっても、保険契約者はこれに対する保険料を当社に
払い込まなければなりません。ただし、当社が、本条（２）の規定に
基づき保険金を支払っている場合は、この規定を適用しません。

第４条（確定保険料の払込み）
（１）保険契約者は、確定保険料を毎月 日（注）までに払い込まなけ

ればなりません。
（注）以下「払込期日」といいます。

（２）当社は、保険契約者が確定保険料を、払込期日の属する月の翌月末
を経過した後も払い込まなかった場合には、保険契約者に対する書面
による通知をもって、この保険契約を解除することができます。

（３）本条（１）の規定による確定保険料を請求する場合において、本条
（２）の規定によりこの保険契約を解除できるときは、当社は、確定保
険料を領収するまでの間に生じた損害に対しては、保険金を支払いま
せん。この場合において、既に保険金を支払っていたときは、当社は、
その返還を請求することができます。

（４）第１条（暫定保険料の払込み）の暫定保険料は、最終の払込期日に
払い込まれるべき確定保険料との間で、その差額を精算します。

（５）本条（４）の規定にかかわらず、保険契約者は、保険期間終了後に
確定保険料の合計額と暫定保険料との間でその差額を一時に精算する
ことができます。

第５条（特約の解約）
　保険契約者は、この保険契約を普通保険約款第11条（保険契約者によ
る保険契約の解約）の規定により解約する場合を除き、この特約を解約
することができません。

第６条（準用規定）
　この特約に規定しない事項については、この特約の趣旨に反しないか
ぎり、この保険契約の普通保険約款およびこれに付帯される他の特約の
規定を準用します。

共同保険特約
「用語の説明」

　この特約において使用される用語の説明は、次表のとおりとします。

用　語 説　明

ひ 引受保険会社 保険証券記載の保険会社をいいます。

第１条（この特約の適用条件）
　この特約は、この保険契約が引受保険会社による共同保険契約である
場合に適用されます。

第２条（独立責任）
　この保険契約は、引受保険会社による共同保険契約であって、引受保
険会社は、保険証券記載のそれぞれの保険金額または引受割合に応じて、
連帯することなく単独別個に、保険契約上の権利を有し、義務を負いま
す。

第３条（幹事保険会社の行う事項）
　保険契約者が保険契約の締結に際しこの保険契約の幹事保険会社とし
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て指名した保険会社は、すべての引受保険会社のために次に掲げる事項
を行います。
①　保険申込書の受領ならびに保険証券等の発行および交付
②　保険料の収納および受領または返還
③　保険契約の内容の変更の承認または保険契約の解除
④　保険契約上の規定に基づく告知または通知に係る書類等の受領お
よびその告知または通知の承認
⑤　保険金請求権等の譲渡の通知に係る書類等の受領およびその譲渡
の承認または保険金請求権等の上の質権の設定、譲渡もしくは消滅
の通知に係る書類等の受領およびその設定、譲渡もしくは消滅の承
認
⑥　保険契約に係る変更確認書の発行および交付または保険証券に対
する裏書等
⑦　保険の対象その他の保険契約に係る事項の調査
⑧　事故発生もしくは損害発生の通知に係る書類等の受領または保険
金請求に関する書類等の受領
⑨　損害の調査、損害の査定、保険金等の支払および引受保険会社の
権利の保全
⑩　その他上記①から⑨までの事務または業務に付随する事項

第４条（幹事保険会社の行為の効果）
　この保険契約に関し幹事保険会社が行った第３条（幹事保険会社の行
う事項）に掲げる事項は、すべての引受保険会社がこれを行ったものと
みなします。

第５条（保険契約者等の行為の効果）
　この保険契約に関し保険契約者等が幹事保険会社に対して行った通知
その他の行為は、すべての引受保険会社に対して行われたものとみなし
ます。
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4　【クレジットカード盗難保険】
普通保険約款・特約の補足事項

　返還保険料のお取扱いなど、普通保険約款・特約について補足する事項
がありますので、普通保険約款・特約とともに内容をご確認ください。
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返還保険料のお取扱いについて
「用語の説明」

用　　語 説　　明

解
約

全部解約

保険契約者の書面による通知により、ご契約の全部を解約
することをいいます。（ただし、中途更改解約を除きます。）
なお、明細付契約の場合には、変更日時点で有効なすべて
の明細について、その全部を解約することをいいます。
※…通知・精算方式の場合、解約時に別途確定保険料の算出
が必要となります。

中途更改
解約

保険契約者の書面による通知による解約であって、１また
は２以上の新たな保険契約を締結する場合において、次の
条件をすべて満たすときをいいます。
・旧契約と新契約の保険の対象が同一であること。
・新契約の保険金額（契約が２以上の場合は合計保険金
額）が旧契約の保険金額（契約が２以上の場合は合計保
険金額）よりも少なくないこと。…

・新契約の保険期間が旧契約の保険期間よりも短くないこ
と。

※…通知・精算方式の場合、解約時に別途確定保険料の算出
が必要となります。

※…新契約は同種の危険を補償する他の種目を含みます。
※…共同保険の場合、すべての引受保険会社の合計保険金額
にて判定することができます。

解除

当社が、以下の規定により行うご契約の解除をいいます。
クレジットカード盗難保険普通保険約款
　第５条（告知義務）（２）、
　第６条（通知義務）（２）、
　第８条（保険契約に関する調査）（２）、
　第12条（重大事由による解除）（１）、
　…第14条（保険料の返還または請求−告知義務・通知義務
等の場合）（３）

その他ご契約にセットされる特約の規定

無効

以下の規定により、保険契約のすべての効力が、保険契約
締結時から生じなかったものとして取扱うことをいいま
す。
クレジットカード盗難保険普通保険約款
　第９条（保険契約の無効）

取
消

当社に
よる取消

当社が、以下の規定により行うご契約の取消をいいます。
クレジットカード盗難保険普通保険約款
　第10条（保険契約の取消）…

料
率

短期料率 期間に応じて定める＜別表＞の割合をいいます。

日割
期間の日数を、保険期間の日数（365日を上限とします。）
で除した割合をいいます。

期
間

保険期間 ご契約の保険証券に記載された保険期間をいいます。

既経過期間
ご契約の始期日から、解約日または解除日（失効の場合
は、失効日）までの期間をいいます。

未経過期間
解約日または解除日（失効の場合は、失効日）から、ご契
約の満期日までの期間をいいます。

未経過日数
解約日または解除日（失効の場合は、失効日）から、ご契
約の満期日までの日数をいいます。ただし、…365日を限度
とします。…
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用　　語 説　　明

期
間既経過月数

ご契約の始期日から変更日、解約日または解除日（失効の
場合は、失効日）までの月数をいい、１か月未満の期間は
１か月として取り扱います。

＜別表：短期料率＞ 

期間 短期料率

　７日まで 10％

　15日まで 15％

１か月まで 25％

２か月まで 35％

３か月まで 45％

４か月まで 55％

５か月まで 65％

６か月まで 70％

７か月まで 75％

８か月まで 80％

９か月まで 85％

10か月まで 90％

11か月まで 95％

12か月まで 100％
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ご注意

■…返還保険料の計算は、明細ごと、保険の対象の符号ごとに行い、この単
位ごとに１円位を四捨五入して10円単位とします。なお、計算の順序・
計算過程における端数処理等の影響により、次ページ以降に記載された
計算方法に従って算出される金額と実際に返還される金額とが異なる場
合があります。
■…期間に含まれる日数の計算にあたっては、その期間の初日の翌日を起算
日とします。…
■…通知・精算方式で契約している場合、解約時または解除時に、確定保険
料の算出が必要となります。また、未払込保険料（解約・解除時点にお
いて払い込まれていない保険料）がある場合には、次ページ以降に記載
された計算方法に従って算出される金額から、未払込保険料相当額を差
し引いて返還保険料をお支払いします。なお、未払込保険料の額が返還
保険料の額を上回る場合は、その差額を保険契約者に請求します。……
■…解約時または解除時において、既にご契約内容の変更があった場合には、
お取扱いが異なりますので、代理店・扱者または当社までお問合わせく
ださい。…



− 87 −

保険期間の中途において保険契約者がご契約を解約される場合および当
社がご契約を解除する場合における返還保険料は、保険料の払込方法別
にそれぞれ次表のとおり計算します。…
※…計算方法は、クレジットカード盗難保険普通保険約款第17条（保険料
の返還−解約・解除の場合）または保険料の払込方法を定める各特約
に記載されています。…
※…セットされる特約によりこれと異なる場合があります。…
※…＜計算方法①＞、＜計算方法②＞は…P89以降の＜計算方法＞の番号
を指しています。
※…【最低】の表示がある場合は、返還保険料の計算にあたり、お払込み
いただいた保険料が最低保険料未満のときは、その差額を払い込んで
いただく必要があります。

解
約

全部解約
短期料率

　　　　＜計算方法①＞【最低】

中途更改
解約

日割
＜計算方法②＞

解除
日割

＜計算方法②＞

＜計算方法①＞　短期料率
返還保険料＝毎月分の確定保険料（第１回分）×
　　　　　　　（１− 既経過期間に対応する短期料率 ）
　　　　　　＋毎月分の確定保険料（第２回分）×
　　　　　　　（１− 既経過期間に対応する短期料率 ）
　　　　　　＋…（以降解約応当月まで繰り返し）
　　　　　　＋暫定保険料

【例①】　通知・精算方式

■保険期間　：当年１月１日〜翌年１月１日
　　　　　　　（保険期間＝１年、補償期間56日間）
■契約方式　：発行枚数ベース
■カード１枚あたり保険料：10円…
■暫定保険料：200,000円
　　　　　　　（１年間の予想発行枚数24万枚×1/12×10円）
■解約日　　：当年４月１日…
■確定保険料：520,000円
　　　　　　　（１月分200,000円、２月分220,000円、３月分100,000円）
■返還保険料　①１月分の確定保険料に対する返還保険料
　　　　　　　　　110,000円
　　　　　　　　＝200,000円（１月分の確定保険料）×（１−0.45）
　　　　　　　②２月分の確定保険料に対する返還保険料
　　　　　　　　　143,000円
　　　　　　　　＝220,000円（２月分の確定保険料）×（１−0.35）
　　　　　　　③３月分の確定保険料に対する返還保険料
　　　　　　　　　　75,000円
　　　　　　　　＝100,000円（３月分の確定保険料）×（１−0.25）
　　　　　　　④　暫定保険料
　　　　　　　　　200,000円

　　　　　　　①＋②＋③＋④＝528,000円（返還）
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＜計算方法②＞　日割（注）

返還保険料＝毎月分の確定保険料（第１回分）×
未経過日数
365日

　　　　　　＋毎月分の確定保険料（第２回分）×
未経過日数（※）

365日
　　　　　　＋…（以降解約応当月または解除応当月まで繰り返し）
　　　　　　＋暫定保険料
（※…）第２回分以降の未経過日数は、満期日までの日数ではなく、当該月の

始期日応当日までの日数として計算します。

【例②】　通知・精算方式

■保険期間　：当年１月１日〜翌年１月１日
　　　　　　　（保険期間＝１年、補償期間56日間）
■契約方式　：発行枚数ベース
■カード１枚あたり保険料：10円…
■暫定保険料：200,000円
　　　　　　　（１年間の予想発行枚数24万枚×1/12×10円）
■解約日　　：当年４月１日…
■確定保険料：520,000円
　　　　　　　（１月分200,000円、２月分220,000円、３月分100,000円）
■返還保険料　①１月分の確定保険料に対する返還保険料
　　　　　　　　　150,685円

　　　　　　　　＝200,000円（１月分の確定保険料）×
275
365

…

　　　　　　　②２月分の確定保険料に対する返還保険料
　　　　　　　　　184,438円

　　　　　　　　＝220,000円（２月分の確定保険料）×
306
365

…

　　　　　　　③３月分の確定保険料に対する返還保険料
　　　　　　　　　　91,507円

　　　　　　　　＝100,000円（３月分の確定保険料）×
334
365

…

　　　　　　　④暫定保険料
　　　　　　　　　200,000円

　　　　　　　①＋②＋③＋④＝626,630円（返還）

（注…）平年（うるう年以外の年）の計算例となります。

ご契約が無効または取消となる場合の返還保険料については、それぞれ
次のとおり取り扱います。
※…計算方法は、クレジットカード盗難普通保険普通保険約款第15条（保
険料の返還−無効の場合）、第16条（保険料の返還−取消の場合）ま
たは保険料の払込方法を定める各特約に記載されています。

区　分 返還保険料のお取扱い

保険契約が無効とな
る場合

既に払い込まれた保険料を返還しません。

当社が保険契約を取
り消した場合

既に払い込まれた保険料を返還しません。



1　事故時のご連絡窓口
　保険期間の中途で事故が起こった場合のご連絡先は、以下のとおり
となっております。

＜事故が起こった場合＞
（１）　万一、事故が起こった場合は、遅滞なくご契約の代理店・扱者

または当社までご連絡ください。
（２）　このご契約と補償が重複する他の保険契約等がある場合には、

事故のご連絡の際にお申し出ください。

　なお、下記の「あいおいニッセイ同和損保あんしんサポートセン
ター」では専門の係員が事故の受付をさせていただきますので、ご利
用ください。

　ご契約の保険証券記載の代理店・扱者または当社にご連絡ください。

2　ご契約に関するご連絡・お問合わせがある場合

3　指定紛争解決機関
　当社は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争解決
機関である一般社団法人 日本損害保険協会と手続実施基本契約を締
結しています。当社との間で問題を解決できない場合には、一般社団
法人 日本損害保険協会にご相談いただくか、解決の申し立てを行う
ことができます。

●受付時間［平日9：15～17：00（土日・祝日および年末年始を除きます）］

●おかけ間違いにご注意ください。

●電話会社の通話料割引サービスや料金プランの無料通話は利用できません。
●携帯電話からも利用できます。電話リレーサービス、IP電話からは03-4332-5241
　におかけください。

●詳細は、一般社団法人 日本損害保険協会のホームページをご覧ください。
　（https://www.sonpo.or.jp/about/efforts/adr/index.html）

0570-022-808ナビダイヤル（全国共通・通話料有料）

一般社団法人
日本損害保険協会そんぽADRセンター

あいおいニッセイ同和損保あんしんサポートセンター

0120-985-024（無料）
●受付時間 24時間365日
●IP電話からは0276-90-8852（有料）におかけください。
●おかけ間違いにご注意ください。

24時間365日
事故対応サービス

なら、
いつも安心。
もっと安心。
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Ⅲ．保険会社等のご連絡・お問合わせ窓口
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保険証券到着後、1週間を経過しても払込取扱票が届かない場合
は、保険証券に記載の代理店・扱者までご照会ください。

本社　〒150-8488 東京都渋谷区恵比寿1-28-1
TEL：03-5424-0101（大代表）
https://www.aioinissaydowa.co.jp/

令和 6年10月

（240701）（2024年5月承認）GN24-300080（33-798） ホ８ 盗難・クレ盗

コンビニエンスストア払
ゆうちょ銀行払
ペ イ ジ ー 払
ス マ ホ 決 済
（初回保険料払込取扱票・請求書払特約）

で手続きされたお客さまへのお願い

保険料払込み用の「払込取扱票」は
保険証券とは別にお送りしております

払込取扱票に記載の内容をご確認のうえ、コンビニエンス
ストア（注）、ゆうちょ銀行（郵便局）、ペイジーまたはスマホ決済
サービス（注）にて、保険料の払込みをお願いします。
（注）ご利用可能なコンビニエンスストアまたはスマホ決済サービスにつきまし

ては、払込取扱票の裏面をご確認ください。

「保険料お払込みのご案内」が届きましたら
すぐに封筒をご開封ください

払込期日までに保険料の全額を払い込んでいただけない場合は、
保険金をお支払いできないことがありますので、ご注意ください。

保険料は払込期日までに払い込んでください

●保険料スマホ決済サービスは、「払込取扱票」にあるQR
コード（注）をスマートフォン・タブレット等で読み取り、決済サービス
を選択して手続きをしていただく払込方法です。
●各決済サービスのご利用限度額等のご利用条件については、
お客さまがご契約されている決済サービス運営会社が定める会
員規約やサービス利用規約等に従います。
●すでに保険料スマホ決済サービスにて保険料を払込み済みと
確認できた場合は「払込取扱票」をお送りしません。
　万が一、行き違いで届きました場合は、重複してお払込みのない
ようご注意ください。

（注）QRコードは（株）デンソーウェーブの登録商標です。

保険料スマホ決済サービスについての注意事項

※IP電話からは0276-90-8852（有料）におかけください。
※おかけ間違いにご注意ください。

あいおいニッセイ同和損保あんしんサポートセンター

0120-985-024（無料） 24時間
365日受付

事故が起こった場合は、遅滞なく代理店・扱者または当社にご連絡ください。
なお、上記の「あいおいニッセイ同和損保あんしんサポートセンター」では、
専門の係員が事故の受付を行います。

盗難保険・
クレジットカード盗難保険
普通保険約款・特約集

事故が起こった場合は

24時間365日
事故対応サービス

なら、
いつも安心。
もっと安心。

保険証券到着後、1週間を経過しても払込取扱票が届かない場合
は、保険証券に記載の代理店・扱者までご照会ください。

本社　〒150-8488 東京都渋谷区恵比寿1-28-1
TEL：03-5424-0101（大代表）
https://www.aioinissaydowa.co.jp/

この冊子は環境に配慮した
用紙・印刷方法を採用しています。

令和 6年10月

（240701）（2024年5月承認）GN24-300080（33-798） ホ８

この印刷製品は、
環境に配慮した
資材と工場で製
造されています。P-A10005

盗難・クレ盗

コンビニエンスストア払
ゆうちょ銀行払
ペ イ ジ ー 払
ス マ ホ 決 済
（初回保険料払込取扱票・請求書払特約）

で手続きされたお客さまへのお願い

保険料払込み用の「払込取扱票」は
保険証券とは別にお送りしております

払込取扱票に記載の内容をご確認のうえ、コンビニエンス
ストア（注）、ゆうちょ銀行（郵便局）、ペイジーまたはスマホ決済
サービス（注）にて、保険料の払込みをお願いします。
（注）ご利用可能なコンビニエンスストアまたはスマホ決済サービスにつきまし

ては、払込取扱票の裏面をご確認ください。

「保険料お払込みのご案内」が届きましたら
すぐに封筒をご開封ください

払込期日までに保険料の全額を払い込んでいただけない場合は、
保険金をお支払いできないことがありますので、ご注意ください。

保険料は払込期日までに払い込んでください

●保険料スマホ決済サービスは、「払込取扱票」にあるQR
コード（注）をスマートフォン・タブレット等で読み取り、決済サービス
を選択して手続きをしていただく払込方法です。
●各決済サービスのご利用限度額等のご利用条件については、
お客さまがご契約されている決済サービス運営会社が定める会
員規約やサービス利用規約等に従います。
●すでに保険料スマホ決済サービスにて保険料を払込み済みと
確認できた場合は「払込取扱票」をお送りしません。
　万が一、行き違いで届きました場合は、重複してお払込みのない
ようご注意ください。

（注）QRコードは（株）デンソーウェーブの登録商標です。

保険料スマホ決済サービスについての注意事項

※IP電話からは0276-90-8852（有料）におかけください。
※おかけ間違いにご注意ください。

あいおいニッセイ同和損保あんしんサポートセンター

0120-985-024（無料） 24時間
365日受付

事故が起こった場合は、遅滞なく代理店・扱者または当社にご連絡ください。
なお、上記の「あいおいニッセイ同和損保あんしんサポートセンター」では、
専門の係員が事故の受付を行います。

盗難保険・
クレジットカード盗難保険
普通保険約款・特約集

事故が起こった場合は

24時間365日
事故対応サービス

なら、
いつも安心。
もっと安心。
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